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1. 本調査研究の概要 

1.1. 本調査研究の背景・目的 

介護支援専門員の法定研修については、令和６年４月から新たなカリキュラムの施行が予定されて

いる。各地域で研修企画等の準備が進んでおり、都道府県や研修実施機関等からは研修企画等を実

施する際に必要となる情報の提供を求められている。 

また、令和４年度に実施された老人保健健康増進等事業「介護支援専門員の資質向上に資する研

修等のあり方に関する調査研究事業」において、介護支援専門員の法定研修に関して、法定外研修 i

や修了評価等も含め、都道府県、市町村、職能団体等が連携した研修実施体制のあり方についての

検討の必要性が指摘されている。 

上記の背景を踏まえ、①令和６年４月からの新たなカリキュラムの円滑な施行に向け、研修企画等を

実施する際に必要となる情報を都道府県や研修実施機関等に提供すること、②研修の効果的な実施

による介護支援専門員の質の向上に向け、都道府県、市町村、職能団体等が連携した研修実施体制

のあり方の整理を行うことの２つを目的として本事業を実施した。また、新たなカリキュラムの円滑な施

行に向けた情報を都道府県、研修実施機関等に提供するとともに、国・都道府県、研修実施機関等が

一体となって、課題の共有や好事例の横展開を行い、研修の質を全国的に底上げすることを目的とし

て、全国介護支援専門員研修向上会議を開催した。 

 

  

 
i本調研究査における、「法定外研修」とは、「法定研修※」以外の介護支援専門員の資質向上に向

けて実施されている研修や講演会又は研究大会等を指す。なお、研修の実施主体の種別や主任更

新研修の受講要件となっているか否か等は問わない。 

※法定研修とは、厚生労働省老健局長通知「介護支援専門員資質向上事業の実施について」（平成

26年７月４日老発 0704号第 2号厚生労働省老健局長通知）に基づき都道府県等が実施主体となり、

厚生労働省が定める実施要綱に沿って実施されている研修を指す。 
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1.2. 本調査研究の進め方・実施事項 

本調査研究では図表 1 のとおり、有識者等からなる検討委員会を設置し、調査の進め方や提言の

内容等について意見を得ながら進めた。 

 

図表 1 本調査研究の進め方・実施事項 

 

 

(1) 検討委員会の設置・運営 

本調査研究を効果的に推進するため、有識者等からなる検討委員会を設置・運営した。委員構成

は図表 2に示すとおりである。検討委員会は計４回実施し、各回の主な議題は図表 3に示すとおりで

ある。 

 

図表 2 委員構成 （50 音順・敬称略） 

氏名  所属先・役職名 

○石山 麗子 国際医療福祉大学大学院 医療福祉経営専攻 教授 

遠藤 征也 一般財団法人長寿社会開発センター 事務局長 

勝岡 聖子 静岡県健康福祉部福祉長寿局 局長 

齊木 大 株式会社日本総合研究所 創発戦略センター エグゼクティブマネジャー 

中澤 伸 社会福祉法人川崎聖風福祉会 事業推進部長 

能本 守康 一般社団法人日本介護支援専門員協会 常任理事 

（２）新カリキュラムへの
対応状況等の実態調査の実施

（１）
検討委員会の
設置・運営

（４）研修実施体制の
あり方に関する検討・整理

（６）報告書の作成

（３）都道府県、研修実施機関
へのヒアリング調査の実施

（５）全国介護支援専門員
研修向上会議等の開催

（新たなカリキュラムの円滑な施行
に向けた情報提供）
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原口 道子 
公益財団法人東京都医学総合研究所  

社会健康医学研究センター 難病ケア看護ユニット 主席研究員 

松尾 睦 青山学院大学 経営学部経営学科 教授 

※ ○印：委員長 

＜オブザーバー＞ 

・ 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 

 

図表 3 委員会各回における主な議題 

回 実施日 主な議題 

第１回 
令和５年 

９月 21 日 

 本事業の概要および主な論点等の確認 

 都道府県調査等の実施状況の報告 

第２回 
令和５年 

12 月 15 日 

 都道府県調査等の実施状況の報告 

 研修の実施体制のあり方についての検討 

第３回 
令和６年 

２月９日 

 都道府県調査等の実施結果の報告 

 研修の実施体制のあり方についての検討 

 全国介護支援専門員研修向上会議の開催報告 

第４回 
令和６年 

３月 15 日 

 研修の実施体制のあり方についての検討 

 本事業の取りまとめ方針についての検討 

 

(2) 新カリキュラムへの対応状況等の実態調査の実施 

新たなカリキュラムへの対応状況、法定研修の実施状況、研修向上委員会の設置・運営状況等を

確認することを目的として、都道府県、研修実施機関を対象としたアンケート調査を実施した。各都道

府県の新たなカリキュラムへの対応の進捗状況を把握するため、調査は令和５年６月下旬と令和５年

12 月上旬～令和６年１月上旬の計２回実施した。 

 

(3) 都道府県、研修実施機関へのヒアリング調査の実施 

各都道府県の新たなカリキュラムへの対応の進捗状況を詳細に把握するとともに、介護支援専門員

の資質向上に資する効果的な研修の実施体制等について確認することを目的として、都道府県、実

施機関へのヒアリング調査を実施した。 

 

(4) 研修実施体制等のあり方に関する検討・整理 

研修の効果的な実施による介護支援専門員の質の向上に向け、都道府県、市町村、職能団体等
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が連携した研修実施体制のあり方について検討・整理した。なお研修の質を担保するための修了評

価を含む研修全体の評価の考え方、その中心的役割を担う研修向上委員会の機能や運用のあり方

等についてもあわせて検討した。 

 

(5) 全国介護支援専門員研修向上会議等の開催（新たなカリキュラムの円滑な施行に向けた情報提供） 

新たなカリキュラムの円滑な施行に向けた情報を都道府県、研修実施機関等に提供するとともに、

国・都道府県、研修実施機関等が一体となって、課題の共有や好事例の横展開を行い、研修の質を

全国的に底上げすることを目的として、全国介護支援専門員研修向上会議等を開催した。 

 

(6) 報告書の作成 

一連の調査研究の内容・結果について、本報告書に取りまとめた。 
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2. 新カリキュラムへの対応状況等の実態調査の実施 

新たなカリキュラムへの対応状況、法定研修の実施状況、研修向上委員会の設置・運営状況等を

確認することを目的として、都道府県、研修実施機関を対象としたアンケート調査を実施した。各都道

府県の新たなカリキュラムへの対応の進捗状況を把握するため、調査は令和５年９月下旬と令和５年

12 月上旬～令和６年１月上旬の計２回実施した。本章では、その概要を示す。 

 

2.1. アンケート調査の概要（令和５年９月下旬実施分） 

調査の概要は以下のとおり。 

調査対象 都道府県（介護支援専門員法定研修所管部） 

研修実施機関 

調査方法 令和５年 10 月２日開催の全国会議支援専門員研修向上会議の参加申込時に、

株式会社インソースが運営する Leaf システム上で回答を依頼。 

調査期間 令和５年９月 15 日～９月 29 日 

回収件数 219 件 

調査設問  令和６年４月から実施予定の新カリキュラムに対応した法定研修の実施に向

けた貴都道府県の準備状況をご記入ください。特に、新規に追加された、適

切なケアマネジメント手法に関する科目の準備状況について準備が進んでい

る場合は、どのような準備をしているかご記入ください。 

 新カリキュラムに対応した法定研修の実施に向けた準備を進めるに際して、

課題に感じている事項、必要な情報や支援等があればご記入ください。 

 研修のオンライン化によって得られたメリットをご記入ください。 

 研修のオンライン化を進めるに際して課題に感じている事項があればご記入

ください。 
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2.2. アンケート調査の主な結果（令和５年９月下旬実施分） 

 新たなカリキュラムへの対応に向けた準備状況 

令和６年４月から実施予定の新カリキュラムに対応した法定研修の実施に向けた貴都道府県の準

備状況をご記入ください。特に、新規に追加された、適切なケアマネジメント手法に関する科目の準

備状況について準備が進んでいる場合は、どのような準備をしているかご記入ください。 

（自由記述） 

新たなカリキュラムへの対応に向けた準備状況としては、調査時点（令和５年９月下旬時点）では研

修内容の具体化に向けた事前検討や調整段階であり、本格的な検討については令和５年 10 月以降

に着手する予定との回答が大多数を占めた。 

 

＜主な回答（抜粋）＞ 

⚫ 主任更新研修のみ担当講師や時間割について決定している状況。 

⚫ テキストの選定を含め、検討に着手した状況。 

⚫ 複数回の講師会議等での吟味を踏まえ概ね基本フレーム迄が整いつつある状況。 

⚫ 県において指導者でのワーキンググループを立ち上げ領域ごとに担当者を決め、研修ごとの研修

内容をどう進めるべきなのか模索中。 

⚫ 主任介護支援専門員更新研修についてはカリキュラムの変更について講師間で協議し、タイムス

ケジュール等全体の構成は完成しているが、それ以外の法定研修については全く未着手の状況。 

⚫ 11 月に実務・専 I・専 II・主マネ更新研修の講師等を集めて今後の研修を検討する場を設ける予

定であり、本格的な検討は下期から開始する見込み。 

⚫ 研修を委託している団体のワーキングチームで、新カリキュラムの内容を踏まえた研修の実施に

ついて検討している段階。 

⚫ 「適切なケアマネジメント手法」については、構成員で各種配信動画の視聴や、協会主催の講師

を招いての研修に参加。又、講師と意見交換会を開催。 
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 新たなカリキュラム対応における課題・必要な情報 

新カリキュラムに対応した法定研修の実施に向けた準備を進めるに際して、課題に感じている事

項、必要な情報や支援等があればご記入ください。（自由記述） 

新カリキュラム対応における課題・必要な情報としては、以下のような意見が特に多く挙げられた。 

 

＜主な回答（抜粋）＞ 

⚫ 適切なケアマネジメント手法等の新設科目の演習の進め方 

➢ 演習課題の進め方やオンライン時の演習のやり方などを例示していただくなど、研修講師向

けの資料があるとありがたい。 

➢ 適切なケアマネジメント手法をどのように講義の中に取り入れていくか。また法定研修の段階

の違いによってもどのように講義内容を組めばよいのか疑問に感じている。 

➢ 現行のカリキュラムでは「科目時間内のシラバス」の提供もあったが、今回はないため、ご支

援いただくとありがたい。 

⚫ 他の都道府県の取組状況の共有、横展開の機会 

➢ 地域性により研修内容が異なることは承知しているが、平準化の視点では、他県情報が参考

になるし、参考にしなければならないと感じている。 

⚫ 厚生労働省が作成する標準教材の改定予定等の共有 

➢ 国のオンライン（e ラーニング）の内容も早く提供いただけると助かる。 

➢ 新カリキュラムの反映された国の DVD 等の早期配布を希望する。 

 

なお、上記の意見を踏まえ、令和５年 10 月２日開催の全国会議支援専門員研修向上会議におい

て、以下のとおり、都道府県等に周知を行った。 

⚫ 国からのガイドライン以上の情報提供は予定していないが、本会議のような各都道府県の取組状

況を共有する機会は今後も設けることを予定。 

⚫ 演習の方法については、適切なケアマネジメント手法の実践研修のグループワーク動画等を参考

とすることが可能。 

⚫ 厚生労働省委託事業の中で新カリキュラムに対応した教材を作成し、10 月上旬に発送予定。各

都道府県、研修実施機関において適宜活用いただくことが可能。 
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 研修のオンライン化によって得られたメリット 

研修のオンライン化によって得られたメリットをご記入ください。（自由記述） 

研修のオンライン化によって得られたメリットとしては、以下のような意見が特に多く挙げられた。 

 

＜主な回答（抜粋）＞ 

⚫ 受講者の移動負荷や金銭的負担の軽減 

➢ 対面では時間をかけて会場まで行くことになり、業務に支障となる可能性もあるためオンライ

ン化は負担軽減につながっている。 

➢ 地方に住む受講者にとっては、移動時間等の短縮と交通費や宿泊費等の支出を軽減できる

のがメリットとなっている。 

➢ 泊まりがけで受講していた遠方の受講生の費用、時間、疲れが減少された。 

⚫ 感染症に対する不安の軽減 

➢ 悪天候や感染症の場合、無理をして集合する必要がなくなったため、安全性が高まった。 

➢ 医療機関や高齢者施設で勤務する受講者が多いことから、感染症対策としてもメリットがある。 

➢ オンライン化することで感染症に対する不安を除去できた。 

⚫ 研修運営に伴う負担の軽減 

➢ オンライン化により効率的な研修を行うことが可能になり、運営負担の軽減や運営スタッフの

削減等が可能になった。 

➢ 天候や交通状況等の影響を受けずに、計画的に研修を開催できるようになった。 

⚫ 受講者のニーズに応じた柔軟な受講環境の提供 

➢ 自分で計画的に受講できる点がメリットと感じている。 

➢ 受講期間中、希望する講座を何度でも、好きなタイミング・場所で聞くことができる。 

➢ オンラインによって環境さえあればどこでも研修が受けることができるようになった。 

 

 研修のオンライン化を進めるに際して課題に感じている事項 

研修のオンライン化を進めるに際して課題に感じている事項があればご記入ください。（自由記述） 

研修のオンライン化を進めるに際して課題に感じている事項としては、以下のような意見が特に多く

挙げられた。 

 

＜主な回答（抜粋）＞ 

⚫ オンライン対応が難しい／できない受講者への対応 

➢ オンライン化に対応できない受講者への個別対応によって事務負担が増大する。 

➢ インターネット環境が整わない受講者やオンライン研修を嫌悪する受講者が一定数存在する。 

➢ 受講者全体が高齢の方が多く、あまりシステムを上手く使えない方が多くいる実態がある。 

➢ オンライン研修を安定して実施する為に、サポートデスクの設置等の追加コストが生じている。 
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⚫ 不適切な受講態度の受講者への対応 

➢ 「ながら研修」が見受けられる等、受講者に適切な態度で研修を受講させることが難しい。 

➢ 職務の合間の受講が可能になり、対面と比べ、受講者の集中力が低下していることがある。 

➢ 勝手に離席する受講者に対して都度対応が困難な場合、黙認状態となっていることがある。 

⚫ オンライン研修に対応できる講師・ファシリテーターの確保・育成 

➢ オンライン化により効率的な研修を行うことが可能になり、運営負担の軽減や運営スタッフの

削減等が可能になった。 

➢ オンライン研修に対応できる講師・ファシリテーターの確保・育成が課題になっている。 

 

なお、上記の意見を踏まえ、令和５年 10 月２日開催の全国会議支援専門員研修向上会議におい

て、「介護支援専門員研修オンライン実施の手引き（令和４年度版）」の関連する箇所について、都道

府県等に周知を行った。 

⚫ オンライン対応が難しい／できない受講者への対応 

➢ 実施の手引き p27～：「2.5.2 通信環境が整わない受講者等への対応」 

⚫ 不適切な受講態度の受講者への対応 

➢ 実施の手引き p15～：「1.4 受講者の心構え」 

➢ 実施の手引き p27～：「2.5.1 出席・遅刻早退者等への対応」 

⚫ オンライン研修に対応できる講師・ファシリテーターの確保・育成 

➢ 実施の手引き別紙 3：「講師・ファシリテーター向けガイド」 

 

2.3. アンケート調査の概要（令和５年 12 月上旬～令和６年１月上旬実施分） 

調査の概要は以下のとおり。 

調査対象 都道府県（介護支援専門員法定研修所管部） 

調査方法 電子媒体の調査票（MS-Excel）を厚生労働省から各都道府県の介護支援専門員

法定研修所管部へ連絡・配布し、回答依頼。 

調査期間 令和５年 12 月４日～令和６年１月 12 日 

回収件数 46 件 

※2024 年１月に発生した能登半島地震の影響を考慮し、石川県のみ未回収 

主な調査項目  令和４年度および令和５年度の法定研修の実績、状況 

 新たなカリキュラムへの対応状況 

 研修向上委員会のあり方 等 
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2.4. アンケート調査の主な結果（令和５年 12 月上旬～令和６年１月上旬実施分） 

 法定研修の受講料（令和４年度実績） 

図表 4  法定研修の受講料（令和４年度実績） 

 

実務研修
（87H)

専門Ⅰ相当
（56H）
(1)専門Ⅰ

専門Ⅰ相当
（56H）
(2)更新

専門Ⅱ相当
（32H）
(1)専門Ⅱ

専門Ⅱ相当
（32H）
(2)更新

専門Ⅱ相当
（32H）
(3)更新

再研修相当
（54H）
(1)再研修

再研修相当
（54H）
(2)更新

主任
（70H）

主任更新
（46H）

受講料のみ 60,500 25,900 25,900 19,100 19,100 19,100 37,700 37,700 53,000 39,000

教材費含む総額 74,750 28,700 28,700 21,400 21,400 21,400 51,950 51,950 57,000 43,000

受講料のみ 29,500 15,500 15,500 11,000 11,000 11,000 24,000 23,000 37,000 36,000

教材費含む総額 53,500 25,700 25,700 20,200 20,200 20,200 37,200 36,200 47,000 46,000

受講料のみ 43,800 21,700 21,700 17,500 17,500 17,500 34,900 34,900 29,500 16,500

教材費含む総額 52,600 26,980 26,980 26,080 26,080 26,080 43,700 43,700 38,300 25,080

受講料のみ 46,800 32,500 32,500 22,400 22,400 22,400 31,500 31,500 42,000 33,000

教材費含む総額 46,800 32,500 32,500 22,400 22,400 22,400 31,500 31,500 42,000 33,000

受講料のみ 44,600 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 23,000 23,000 30,000 30,000

教材費含む総額 55,380 20,280 20,280 19,400 19,400 19,400 33,780 33,780 34,400 34,400

受講料のみ 69,500 25,000 25,000 15,000 15,000 15,000 36,000 36,000 37,000 24,500

教材費含む総額 80,280 30,280 30,280 19,180 19,180 19,180 46,780 46,780 41,400 28,680

受講料のみ 46,000 28,000 28,000 19,000 19,000 19,000 31,000 31,000 46,000 32,000

教材費含む総額 56,780 33,280 33,280 23,180 23,180 23,180 39,800 39,800 50,400 36,180

受講料のみ 45,000 31,000 31,000 19,000 19,000 19,000 35,000 35,000 43,500 26,500

教材費含む総額 61,500 39,200 39,200 27,000 27,000 27,000 43,800 43,800 49,500 32,000

受講料のみ 51,000 39,000 39,000 26,000 26,000 26,000 32,000 32,000 49,000 34,000

教材費含む総額 54,000 42,000 42,000 27,000 27,000 27,000 34,000 34,000 52,000 35,000

受講料のみ 48,000 33,000 33,000 22,000 22,000 22,000 33,000 33,000 47,000 37,000

教材費含む総額 58,780 38,280 38,280 26,400 26,400 26,400 43,780 43,780 51,400 41,180

受講料のみ 49,220 43,000 43,000 32,000 32,000 32,000 33,200 33,200 49,000 46,000

教材費含む総額 60,000 48,280 48,280 36,180 36,180 36,180 42,000 42,000 53,400 50,180

受講料のみ 69,000 38,000 38,000 28,000 28,000 28,000 42,000 42,000 53,000 43,000

教材費含む総額 77,800 43,280 43,280 32,400 32,400 32,400 50,800 50,800 57,400 47,400

受講料のみ 52,800 34,500 34,500 23,800 23,800 23,800 28,500 28,500 52,600 38,000

教材費含む総額 52,800 34,500 34,500 23,800 23,800 23,800 28,500 28,500 52,600 38,000

受講料のみ 60,390 43,200 43,200 32,200 32,200 32,200 42,700 42,700 50,900 40,700

教材費含む総額 60,390 43,200 43,200 32,200 32,200 32,200 42,700 42,700 50,900 40,700

受講料のみ 49,000 34,000 34,000 21,200 21,200 21,200 32,000 32,000 42,000 34,000

教材費含む総額 59,000 44,000 44,000 27,000 27,000 27,000 42,000 42,000 48,000 40,000

受講料のみ 40,000 27,000 実績なし 19,000 実績なし 実績なし 25,000 25,000 44,000 28,000

教材費含む総額 40,000 27,000 実績なし 19,000 実績なし 実績なし 25,000 25,000 44,000 28,000

受講料のみ 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答

教材費含む総額 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答

受講料のみ 47,000 33,000 33,000 25,000 25,000 25,000 30,000 30,000 50,000 34,000

教材費含む総額 57,780 38,280 38,280 29,400 29,400 29,400 40,780 40,780 55,000 39,000

受講料のみ 53,000 35,000 35,000 20,000 20,000 20,000 38,000 38,000 50,000 41,000

教材費含む総額 61,000 40,320 40,320 24,520 24,520 24,520 46,000 46,000 54,400 45,400

受講料のみ 46,000 26,000 26,000 14,000 14,000 14,000 32,000 32,000 36,000 43,000

教材費含む総額 59,400 34,060 34,060 18,340 18,340 18,340 41,600 41,600 47,200 56,400

受講料のみ 42,000 27,600 27,600 19,200 19,200 19,200 29,000 29,000 52,400 38,000

教材費含む総額 68,300 34,200 34,200 24,400 24,400 24,400 38,700 38,700 60,900 43,000

受講料のみ 56,000 31,000 31,000 25,000 25,000 25,000 39,000 39,000 50,000 40,000

教材費含む総額 65,380 36,280 36,280 30,100 30,100 30,100 47,800 47,800 54,400 44,400

受講料のみ 59,600 実績なし 実績なし 28,600 28,600 28,600 36,600 36,600 67,000 61,000

教材費含む総額 70,380 実績なし 実績なし 33,000 33,000 33,000 47,380 47,380 67,000 61,000

受講料のみ ‐ 35,600 35,600 24,300 24,300 24,300 34,000 34,000 30,400 20,000

教材費含む総額 62,780 40,880 40,880 28,700 28,700 28,700 44,780 44,780 34,800 24,400

受講料のみ 43,680 26,880 26,880 15,360 15,360 15,360 26,400 26,400 33,600 22,080

教材費含む総額 54,460 32,160 32,160 20,640 20,640 20,640 36,850 36,850 33,600 26,184

受講料のみ 53,750 実績なし 37,230 実績なし 23,760 23,760 35,080 35,080 45,080 40,590

教材費含む総額 66,950 実績なし 42,510 実績なし 28,160 28,160 43,880 43,880 49,480 44,990

受講料のみ 60,300 35,500 35,500 23,700 23,700 23,700 33,200 33,200 60,000 36,500

教材費含む総額 75,090 42,950 42,950 30,800 30,800 30,800 47,020 47,020 60,000 36,500

受講料のみ 52,000 35,000 35,000 18,000 18,000 18,000 28,000 28,000 52,605 38,495

教材費含む総額 62,780 38,500 38,500 20,200 20,200 20,200 38,780 38,780 57,000 39,500

受講料のみ 52,000 30,000 30,000 21,000 21,000 21,000 31,000 31,000 40,000/46,0 35,000/39,0

教材費含む総額 52,000 30,000 30,000 21,000 21,000 21,000 31,000 31,000 45,400/51,4 40,400/44,4

受講料のみ 52,000 35,000 35,000 23,000 23,000 23,000 33,000 33,000 60,000 36,000

教材費含む総額 67,000 42,000 42,000 30,000 30,000 30,000 46,000 46,000 67,500 46,000

受講料のみ 42,000 32,000 32,000 18,000 18,000 18,000 26,000 26,000 40,000 26,000

教材費含む総額 51,405 37,280 37,280 22,400 22,400 22,400 35,405 35,405 40,000 30,400

受講料のみ 12,000 10,000 10,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 20,000 18,000

教材費含む総額 20,800 14,950 14,950 12,400 12,400 12,400 16,800 16,800 24,070 22,070

受講料のみ 35,400 21,900 21,900 12,500 12,500 12,500 21,900 21,900 35,400 23,100

教材費含む総額 44,200 25,400 25,400 16,000 16,000 16,000 30,700 30,700 39,250 26,950

受講料のみ 58,000 34,000 34,000 24,000 24,000 24,000 36,000 36,000 62,000 38,000

教材費含む総額 71,800 39,280 39,280 28,400 28,400 28,400 44,800 44,800 62,000 42,400

受講料のみ 53,900 30,000 30,000 22,000 22,000 22,000 26,700 26,700 45,000 35,000

教材費含む総額 62,700 35,280 35,280 26,400 26,400 26,400 35,500 35,500 50,000 40,000

受講料のみ 44,000 28,000 28,000 16,000 16,000 16,000 27,000 27,000 35,000 23,000

教材費含む総額 54,780 34,170 34,170 21,290 21,290 21,290 37,780 37,780 39,770 27,770

受講料のみ 55,000 32,000 32,000 28,000 28,000 28,000 53,000 53,000 40,000 42,000

教材費含む総額 63,800 32,000 32,000 28,000 28,000 28,000 61,800 61,800 40,000 42,000

受講料のみ 60,000 43,000 43,000 25,000 25,000 25,000 45,000 45,000 52,000 46,000

教材費含む総額 68,800 43,000 43,000 25,000 25,000 25,000 53,800 53,800 52,000 46,000

受講料のみ 49,000 29,000 29,000 23,000 23,000 23,000 30,000 30,000 42,000 33,000

教材費含む総額 57,800 29,000 29,000 23,000 23,000 23,000 38,800 38,800 42,000 33,000

受講料のみ 58,000 38,000 38,000 28,000 28,000 28,000 38,000 38,000 30,000 40,000

教材費含む総額 58,000 38,000 38,000 28,000 28,000 28,000 38,000 38,000 30,000 40,000

受講料のみ 42,080 25,248 25,248 26,238 26,238 26,238 42,080 42,080 36,040 27,000

教材費含む総額 50,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 50,000 50,000 40,000 30,000

受講料のみ 59,000 30,000 30,000 23,000 23,000 23,000 36,000 36,000 42,000 35,000

教材費含む総額 59,000 30,000 30,000 23,000 23,000 23,000 36,000 36,000 42,000 35,000

受講料のみ 59,000 実績なし 25,000 実績なし 22,000 22,000 35,000 35,000 38,000 32,000

教材費含む総額 67,800 実績なし 25,000 実績なし 22,000 22,000 35,000 35,000 38,000 32,000

受講料のみ 39,550 29,720 29,720 18,820 18,820 18,820 30,000 30,000 40,000 32,000

教材費含む総額 50,000 35,000 35,000 23,000 23,000 23,000 38,800 38,800 44,400 36,070

受講料のみ 46,000 24,000 44,000 20,000 20,000 20,000 32,000 32,000 36,000 30,000

教材費含む総額 56,780 29,280 49,280 24,400 24,400 24,400 42,780 42,780 40,400 34,400

受講料のみ 52,000 28,000 実績なし 21,000 実績なし 実績なし 36,000 36,000 38,000 31,000

教材費含む総額 62,780 33,280 実績なし 25,400 実績なし 実績なし 44,800 44,800 42,400 35,400

受講料のみ 30,000 22,000 実績なし 20,000 実績なし 実績なし 30,000 30,000 36,000 24,000

教材費含む総額 38,800 27,280 実績なし 24,400 実績なし 実績なし 38,800 38,800 40,400 28,400

46 鹿児島県

沖縄県47

熊本県43

44 大分県

宮崎県45

福岡県40

佐賀県41

42 長崎県

37 香川県

愛媛県38

39 高知県

広島県34

山口県35

36 徳島県

鳥取県31

島根県32

33 岡山県

28 兵庫県

奈良県29

30 和歌山県

25 滋賀県

京都府26

27 大阪府

静岡県22

23 愛知県

三重県24

山梨県19

長野県20

21 岐阜県

富山県16

石川県17

18 福井県

13 東京都

神奈川県14

15 新潟県

群馬県10

11 埼玉県

千葉県12

福島県7

8 茨城県

栃木県9

宮城県4

5 秋田県

山形県6

3 岩手県

北海道1

青森県2
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 地域医療介護総合確保基金等の活用状況（令和４年度実績） 

 都道府県の地域医療介護総合確保基金等の活用状況は以下のとおり。  

 ※いずれかの研修課程で活用がある場合は「有り」としている（例：実務研修課程での活用はないが、

主任研修課程での活用がある場合は、「有り」）。 

 

図表 5  地域医療介護総合確保基金等の活用状況（令和４年度実績） 

 

受講料への補助
の有無

法定研修にかかる
事業費への補助

の有無

その他の
補助の有無

1 北海道 無し － － － － 無し 有り

2 青森県 無し － － － － 無し 無し

3 岩手県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 有り

4 宮城県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

5 秋田県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

6 山形県 有り 有り 有り 無し 無し 無し 無し

7 福島県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

8 茨城県 無し － － － － 無し 有り

9 栃木県 無し － － － － 無し 無し

10 群馬県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

11 埼玉県 有り 有り 有り 無し 無し 無し 有り

12 千葉県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 有り

13 東京都 有り 有り 無し 有り 無し 無し 有り

14 神奈川県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

15 新潟県 無し ー ー ー ー 無し 無し

16 富山県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

17 石川県 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答 無回答

18 福井県 無し ー ー ー ー 無し 無し

19 山梨県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

20 長野県 無し － － － － 無し 無し

21 岐阜県 無し ー ー ー ー 無し 無し

22 静岡県 無し － － － － 無し 無し

23 愛知県 無し 無し 無し 無し 無し 無し 無し

24 三重県 有り 有り 無し 無し 有り 無し 無し

25 滋賀県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

26 京都府 有り 有り 有り 無し 無し 無し 無し

27 大阪府 無し － － － － 無し 無し

28 兵庫県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 有り

29 奈良県 無し ー ー ー ー 無し 無し

30 和歌山県 無し － － － － 無し 無し

31 鳥取県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

32 島根県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

33 岡山県 無し － － － － 無し 無し

34 広島県 有り 有り 無し 無し 有り 無し 有り

35 山口県 有り 有り 無し 無し 有り 無し 有り

36 徳島県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

37 香川県 無し ー ー ー － 無し 無し

38 愛媛県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 申請中

39 高知県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

40 福岡県 無し － － － － 無し 無し

41 佐賀県 無し ー ー ー － 無し 無し

42 長崎県 無し ー ー ー ー 無し 無し

43 熊本県 無し － － － － 無し 無し

44 大分県 有り 無し － － － 無し 無し

45 宮崎県 無し － － － － 無し 無し

46 鹿児島県 無し ー ー ー － 無し 無し

47 沖縄県 有り 有り 無し 有り 無し 無し 無し

教育訓練給付制度に
よる指定の有無

基金の
法定研修への活用の

有無

具体的な活用内容

地域医療介護
総合確保基金

（介護人材確保分）
「介護従者の確保に関す
る事業」（18）（ハ）

の活用

都道府県
独自財源による
受講料補助
の有無
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地域医療介護総合確保基金を受講料への補助に活用している３府県の受講者１人当たりの補助額

は以下のとおり。 

 

図表 6 受講料の補助額（令和４年度実績） 

 

  

山形県 埼玉県 京都府

実務研修 対象外 10,000円
※埼玉県合格者のみ

6,700円

専門Ⅰ 12,000円
10,000円

※埼玉県登録かつ県内事業所でケ
アマネとして実務に従事する方

6,500円

専門Ⅱ 7,500円 10,000円
※同上

3,300円

再研修 対象外 10,000円
※同上

16,400円

主任 18,000円 10,000円
※同上

12,200円

主任更新 12,000円 10,000円
※同上

11,800円
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 法定研修の実施方法（令和 4 年度実績） 

講義、演習部分の総時間数に占める「オンライン方式で受講できる時間の割合」は以下のとおり。 

＜補足＞ 

・ 100.0％⇒原則としてすべての時間をオンラインで受講可能、0.0％⇒原則としてすべての時間を

集合形式で受講であることを指す。「オンライン方式で受講できる時間の割合」が 100.0％となって

いる研修課程についても、集合形式のコースを設けている場合がある。 

・ 同一研修課程に複数の研修実施機関があり、割合が異なる場合は、オンライン方式で受講できる

時間の割合が最も大きいものを反映。100.0%未満を赤色、0.0％を緑色でハイライトしている。 

図表 7 オンライン方式で受講できる時間の割合（令和４年度実績） 

 

実務研修
（87H)

専門Ⅰ
（56H）

専門Ⅱ
（32H）

主任
（70H）

主任更新
（46H）

実務研修
（87H)

専門Ⅰ
（56H）

専門Ⅱ
（32H）

主任
（70H）

主任更新
（46H）

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 0.0% 72.7% 0.0% 0.0% 100.0%

講義 97.3% 92.9% 100.0% 72.7% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 演習 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

講義 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 講義 ‐ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 演習 ‐ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 84.4% 92.9% 100.0% 0.0% 0.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 58.0% 42.1% 43.2% 0.0% 0.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 76.9%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 77.3% 81.5% 100.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 17.4% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 84.6% 66.7% 100.0% 100.0% 89.4%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 69.2% 講義 0.0% 0.0% 0.0% 58.8% 36.4%

演習 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 演習 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0%

講義 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 講義 8.6% 100.0% 100.0% 88.9% 100.0%

演習 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 71.1% 77.1% 講義 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 21.9% 4.8% 演習 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 講義 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 講義 15.4% 100.0% 100.0% 64.7% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 演習 0.0% 100.0% 100.0% 16.7% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

講義 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

演習 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
47 沖縄県

44 大分県

45 宮崎県

46 鹿児島県

41 佐賀県

42 長崎県

43 熊本県

38 愛媛県

39 高知県

40 福岡県

35 山口県

36 徳島県

37 香川県

32 島根県

33 岡山県

34 広島県

29 奈良県

30 和歌山県

31 鳥取県

26 京都府

27 大阪府

28 兵庫県

24 三重県

25 滋賀県

1 北海道

2 青森県

12 千葉県

23 愛知県

21 岐阜県

22 静岡県

20 長野県

18 福井県

19 山梨県

17 石川県

15 新潟県

16 富山県

14 神奈川県

13 東京都

10 群馬県

11 埼玉県

9 栃木県

7 福島県

8 茨城県

3 岩手県

6 山形県

4 宮城県

5 秋田県
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 新たなカリキュラムへの対応状況（令和５年 12 月上旬～令和６年１月上旬時点） 

カリキュラムの見直しにおいて新規に追加された以下の３科目についての令和５年 12 月上旬～令

和６年１月上旬時点での実施内容の決定、検討状況は以下のとおり。 

 

【適切なケアマネジメント手法に関する科目】 

図表 8 適切なケアマネジメント手法に関する科目の検討状況 

 

 

【他法他制度の活用に関する科目】 

図表 9 他法他制度の活用に関する科目の検討状況 

 

 

  

計

47

47

47

47

47

47

47

47

研修課程・課目名
①実施内容は

概ね
決まっている

②現在
検討中

③今後検討に
着手予定

未回答・
無回答

演習部分 5 29 11 2
実務研修

講義部分 7 28 10 2

演習部分 4 34 7 2
専門Ⅰ

講義部分 8 31 6 2

演習部分 2 36 7 2
専門Ⅱ

講義部分 6 33 6 2

演習部分 6 32 7 2
主任更新

講義部分 10 29 6 2

計

47

47

47

47

47

47

47

47

研修課程・課目名
①実施内容は

概ね
決まっている

②現在
検討中

③今後検討に
着手予定

未回答・
無回答

演習部分 5 29 10 3
実務研修

講義部分 7 29 9 2

演習部分 4 33 7 3
専門Ⅰ

講義部分 7 32 6 2

演習部分 3 34 7 3
専門Ⅱ

講義部分 6 33 6 2

演習部分 7 30 7 3
主任更新

講義部分 10 29 6 2
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【倫理に関する科目】 

図表 10 倫理に関する科目の検討状況 

 

  

計

47

47

47

47

47

47

47

47

47

47

研修課程・課目名
①実施内容は

概ね
決まっている

②現在
検討中

③今後検討に
着手予定

未回答・
無回答

演習部分 5 29 10 3
実務研修

講義部分 7 29 9 2

演習部分 4 32 8 3
専門Ⅰ

講義部分 7 31 7 2

演習部分 4 32 8 3
専門Ⅱ

講義部分 7 31 7 2

演習部分 6 31 7 3
主任研修

講義部分 10 28 7 2

演習部分 8 28 8 3
主任更新

講義部分 11 27 7 2
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 法定研修と継続研修の連動に関する取組や工夫 

 新カリキュラムでは、法定研修と継続研修を連動させ、資質向上を図ることの必要性が強調されてい

ることを踏まえ、法定研修と継続研修を効果的に連動させるために実施している取組や工夫を確認し

た。主な回答は以下のとおり。 

 

【法定研修と継続研修の連動に関する取組や工夫（自由記述回答より抜粋）】 

・ 実施機関が法定研修のほかに法定外研修を積極的に実施することで、継続的な研修受講が可

能な環境を整備している。 

・ 法定研修の指定実施機関に、法定研修では実施できなかった演習や法定研修で取り扱った以

上の掘り下げが必要なテーマを中心に、法定外研修も県指定のうえ実施いただく予定。 

・ 法定研修で実施しきれなかった部分をテーマとした研修が法定外でできないか、法定外研修委

託先と検討中。 

・ 継続研修の連動については、市町村、地域のケアマネ会、事業所などの理解と認識が必要と考

える。法定研修の位置づけと継続研修の関係性を説明し、効果的な継続研修の実施計画を検討

してもらう。 

・ 法定外研修を職能団体と共催する、法定外研修の企画の参考になるよう法定研修の内容を公開

する等の案を検討中。 

・ 県以外の団体が主催する法定外研修について、令和６年度から県 HP に掲載し、介護支援専門

員に広く周知する予定。実務研修終了後に、介護支援専門員としての経験が浅い方向けの法定

外研修を行っている。 

・ 令和５年 10 月に介護支援専門員の育成に係る市町村向け職員に対し、「介護支援専門員の育

成・資質向上に係る研修」を開催した。研修内容は、①介護支援専門員の資質向上をめぐる最

近の状況について②利用者の自立支援に資するケアマネジメントを実現させるための市町村の

役割、資質向上に向けた介護支援専門員への支援・取り組みおよび留意すべき視点、③自立支

援に資するケアマネジメントの実現に向けた研修等の取り組みについて、先行して実施している

自治体から事例発表、④法定研修委託先である県協会として支援できることに関する情報提供、

であった。県として一律に研修の実施方法を示すことは考えておらず、各市町村がそれぞれの実

情をふまえて検討することが妥当と考えている。 

 

※研修向上委員会に関する調査結果（研修向上委員会の設置・開催状況、研修向上委員会の運営

に関する課題等）は「４．研修実施体制等のあり方に関する検討・整理」の 4.2 の（１）に掲載。 
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3. 都道府県、研修実施機関へのヒアリング調査の実施 

各都道府県の新たなカリキュラムへの対応の進捗状況を詳細に把握するとともに、介護支援専門員

の資質向上に資する効果的な研修の実施体制等について確認することを目的として、都道府県、実

施機関へのヒアリング調査を実施した。本章では、その概要を示す。 

 

3.1. ヒアリング調査の対象 

法定研修等の実態調査の結果をもとに、特徴的な取組を実践している実施機関、都道府県、市町

村を抽出し、取組等の詳細についてヒアリングした。実際にヒアリングを行った対象は下記のとおり。 

 

実施日 自治体名 区分 対象 

令和 5 年 8 月 28 日 静岡県 都道府県 静岡県健康福祉部福祉長寿局介護保険課 

令和 5 年 8 月 31 日 山梨県 実施機関 山梨県介護支援専門員協会 

令和 5 年 9 月 1 日 大分県 
都道府県 

実施機関 

大分県福祉保健部高齢者福祉課 

大分県介護支援専門員協会 

令和 5 年 9 月 4 日 北海道 
都道府県 

実施機関 

北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課 

北海道総合研究調査会 

北海道介護支援専門員協会 

令和 5 年 9 月 5 日 青森県 都道府県 青森県健康福祉部高齢福祉保険課 

令和 5 年 9 月 19 日 愛媛県 都道府県 愛媛県保健福祉部生きがい推進局 

令和 5年 10月 18日 広島県 
都道府県 

実施機関 

広島県健康福祉局医療介護基盤課  

広島県介護支援専門員協会 

令和 5 年 12 月 5 日 東京都 実施機関 公益財団法人 総合健康推進財団 関東支部  

令和 5 年 12 月 7 日 滋賀県 
都道府県 

実施機関 

滋賀県健康医療福祉部医療福祉推進課 

滋賀県介護支援専門員協会 

滋賀県社会福祉協議会社会福祉研修センター 

  



18 

 

3.2. ヒアリング調査の主な設問 

都道府県・実施機関のヒアリングを実施した主な設問は以下のとおり。新カリキュラムへの対応状況

に加えて、研修向上委員会等の実態についても確認を行った。 

 

⚫ 新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題 

➢ 令和 6年 4月から実施予定の新カリキュラムに対応した法定研修の実準備状況を教えてくだ

さい（特に、新規に追加された、適切なケアマネジメント手法に関する科目の準備状況につ

いて）。また、準備を進めるに際して、課題に感じている事項、必要な情報や支援等があれば

教えてください。 

 

⚫ 研修向上委員会の機能・役割、運営の課題 

➢ 貴自治体における研修向上委員会に関して以下を教えてください。 

 研修企画・実施・評価における研修向上委員会の機能・役割 

 研修向上委員会の開催頻度、各回の議題 

 研修向上委員会の運営における課題、効果的な運営のための工夫 

➢ 法定研修や法定外研修の実施における、研修向上委員会と以下の主体との連携・情報共

有の状況を教えてください。 

 都道府県、管内の市町村、研修実施機関 

 県単位の職能団体、地域単位の職能団体、県単位の他の専門職の職能団体 

 

⚫ 修了評価を含む研修全体の評価の実施状況 

➢ 貴自治体における修了評価の実施状況、実施結果の活用方法を教えてください。 

➢ 修了評価以外に法定研修に関連して実施している「評価（講師評価、研修全体の質の評価、

受講者満足度評価等）」があれば、その内容を教えてください。 

 

⚫ 主任研修および主任更新研修の受講要件に関する事項 

➢ 貴自治体では、「市町村の推薦」を主任研修、主任更新研修の受講要件にしていますか。受

講要件としている場合、「市町村の推薦」が無いと他の要件を満たしても受講ができないのか、

「市町村の推薦」があれば他の要件を満たしていなくても受講が可能なのかも併せて教えてく

ださい。「市町村の推薦」を受講要件としている場合、その理由や経緯、「市町村の推薦」を

受けるための条件等を教えてください。 
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3.3. ヒアリング調査結果の概要 

ヒアリング結果の概要を以下に示す。 

 

 静岡県 

⚫ ヒアリング先：静岡県健康福祉部福祉長寿局介護保険課 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 8 月 28 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 静岡県では、主任介護支援専門員研修、主任介護支援専門員更新研修は県が直営、他の研修

課程は静岡県介護支援専門員協会が実施しており、連携して検討を行っている。 

⚫ 令和 5年 11月に講師と今後の研修を検討する場を設ける予定であり、本格的な検討は令和 5年

度下期から開始する予定。令和 6 年度、新たなカリキュラムで実施する予定日程が早いのは、介

護支援専門員専門研修課程Ⅰ、主任介護支援専門員研修、主任介護支援専門員更新研修の 3

課程であり、令和 6 年 6 月頃から実施予定である。 

⚫ 「適切なケアマネジメント手法」を含めた科目別研修を静岡県介護支援専門員協会が企画・実施

しており、そこに講師も参加する予定。「適切なケアマネジメント手法」については、他の都道府県

の動向を確認しながら、どのような事例を演習に活用すべきか具体化する予定である。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、都道府県が設置している。 

⚫ 開催頻度は年 1 回程度、所要時間は 1 回あたり 2 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 修了評価の実施方法に関する事項 

➢ 講義の内容・進め方に関する事項 

➢ 研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 

➢ 受講料に関する事項 

➢ 受講要件に関する事項 

➢ 市町村との連携・情報共有に関する事項 

➢ 静岡県単位の職能団体との連携・情報共有に関する事項 

➢ 地域（市町村等）単位の職能団体との連携・情報共有に関する事項 

➢ 都道府県が実施する「介護支援専門員資質向上事業」の事業評価に関する事項 

➢ 研修自体の効果に関する事項 

⚫ 静岡県では、研修向上委員会の下、研修部会、育成部会、評価部会の 3つの部会を設置し資質

向上に向けた取組を実施している。各会議体の概要は以下のとおり。 

➢ 研修部会：法定研修のあり方・カリキュラムの見直し等について検討を行う。年 2 回程度開催。 



20 

 

➢ 育成部会：各日常生活圏域でリーダーとなりうる主任介護支援専門員を育成する、リーダー

養成・フォローアップ研修の実施等について検討。年 2 回程度開催。 

➢ 評価部会：介護支援専門員のキャリアラダー評価表を作成し、法定研修受講者に施行。結

果を基に今後の支援等を検討。年 2 回程度開催。 

⚫ 各部会の代表が委員会の委員も兼ねており、委員会と部会の議論が効果的に連動するように工

夫している。事務局は研修向上委員会、研修部会、育成部会、評価部会のいずれも静岡県が担

っている。 

 

図表 11 研修向上委員会の構成（静岡県） 

 

 

＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 修了評価には、研修記録シートを活用しており、受講前、受講直後、3 カ月後の状況を各講師に

フィードバックしている。 

⚫ 主任介護支援専門員研修に関しては、年に 2 回程度、指導者研修会を開催しており、その中で

修了評価の結果について議論を行うこともある。 

⚫ 主任介護支援専門員研修に関しては、演習指導者が受講者を ABC の 3 段階で評価し、C 評価

の受講者にはレポート提出を求めている。 

⚫ 県独自の介護支援専門員のキャリアラダー評価表が完成したため、今後はキャリアラダー（評価

表）を活用した運用方法を検討する予定。 

 

＜主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 「市町村の推薦」を受講要件としており、「市町村の推薦」がない場合には、他の要件を満たしても

受講ができない。 

研修向上委員会
（年1回）

研修部会
（年2回）

育成部会
（年2回）

評価部会
（年2回）

法定研修のあり方・
カリキュラムの見直し等

について検討

主にリーダー養成・
フォローアップ研修の
実施等について検討

静岡県独自の
キャリアラダーの開発・分析

3部会の検討内容の
報告・検討等

●キャリアラダーの分析結果を法定研修・法定外研修の企画等に反映
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⚫ 市町村からの推薦があった場合にも、所定の要件を満たしていないと、県の判断で受講不可とす

るケースもある。県内の多くの市町村は受講申し込みがあれば、推薦を与えているが、一部の市

町村では市独自の推薦基準を設けおり、推薦基準に満たない場合は推薦不可としているケース

がある。 

 

 山梨県 

⚫ ヒアリング先：山梨県介護支援専門員協会 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 8 月 31 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 山梨県介護支援専門員協会では、山梨県からの委託を受け、一昨年度からすべての課程を担

当している。 

⚫ 「適切なケアマネジメント手法」については、本年度 12 月と 1 月と 2 月に研修会を企画している。

まずは、内容に関する理解を深め、どのように活かせるか、方法を模索しておくことで、今後各団

体からテキストが提示されたとしても柔軟に対応できると考えた。具体的な講義・演習の内容検討

は年度後半から本格化する見込み。最も早期に開始されるのは介護支援専門員専門研修課程

Ⅰであり、令和 6 年 6 月頃からの開始を想定している。 

⚫ なお、新カリキュラムに向けた対応は順次進めていくこととなるが、それ以前の段階として、基本情

報の収集能力等にも課題を感じているところである。二階建てのイメージで、第一段階として基本

的な内容を習得した上で、新カリキュラムの追加的な内容にも対応できるようにしていきたい。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、都道府県が設置している。 

⚫ 開催頻度は年 2 回程度、所要時間は 1 回あたり 2 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 修了評価の実施方法に関する事項 

➢ 研修で使用する事例に関する事項 

➢ 研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 

⚫ 山梨県では、研修向上委員会に加えて、必要に応じて打合せ会を実施しており、山梨県と山梨

県介護支援専門員協会（研修実施機関）の情報共有等を行っている。 

⚫ 研修向上委員会で話し合われた内容や日程等を研修実施機関の各担当と共有する場を設けて

いる。 
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図表 12 研修向上委員会の構成（山梨県） 

 

 

＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 知識部分については、ミニテストの実施により評価している。また、ファシリテーターにおいて、グル

ープワーク中の受講者の態度を記録・評価している。それらの内容を山梨県に報告した上で、レ

ポートの要否等を判断し、修了評価につなげている。なお、受講から３カ月後の行動変容に関す

る修了評価については、受講者に提出してもらっているが、結果の分析等には至っていない。 

⚫ 受講者満足度と内容の適切性については、受講者アンケートを通じて確認している。 

 

＜主任介護支援専門員研修および主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 「市町村の推薦」を受講要件としており、「市町村の推薦」があれば他の要件を満たしていない場

合であっても、受講は可能である。 

⚫ 主任介護支援専門員の場合は、「自立支援に資するプランが作れること」が条件になっていること

もあり、受講決定の前に事例を提出してもらった上で、研修実施機関である山梨県介護支援専門

員協会が査読を行い、受講者の適正について山梨県に報告している。受講の最終判断は山梨

県が実施しており、1～2 名程度受講不可とする年もある。 

  

研修向上委員会
（年2回）

打合せ会
（必要に応じて）

山梨県と
山梨県介護支援専門員協会
（研修実施機関）の

情報共有

研修実施状況の課題、
受講状況・結果の確認
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 大分県 

⚫ ヒアリング先：大分県福祉保健部高齢者福祉課、大分県介護支援専門員協会 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 9 月 1 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 大分県介護支援専門員協会の独自事業として、過年度から「適切なケアマネジメント手法」には

取り組んでおり、新カリキュラムに対応した講義・演習の大枠の内容については検討が完了してい

る。 

⚫ 介護支援専門員実務研修から主任介護支援専門員更新研修まで、「適切なケアマネジメント手

法」に触れること自体が初めてであるため、法定研修の知識部分の内容については課程ごとにそ

れほど違いを設けることは想定していない。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、都道府県が設置している。 

⚫ 開催頻度は年 1 回程度、所要時間は 1 回あたり 2 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 講師の評価、質の担保に関する事項 

➢ ファシリテーターの評価、質の担保に関する事項 

➢ 修了評価の実施方法に関する事項 

➢ 修了評価の結果の活用・解釈に関する事項 

➢ 研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 

➢ 受講要件に関する事項 

➢ 県単位の職能団体との連携・情報共有に関する事項 

➢ 研修自体の効果に関する事項 

⚫ 大分県では、研修向上委員会に加えて、部会を年間 2 回程度開催している。主に各研修の進捗

状況の確認・検討を行っており、本部会において新カリキュラム対応に向けた検討も行っている。

なお、令和 3 年度までは講師育成部会及び研修体系部会（いずれも年 3 回程度開催）を設置し

ていたが、各部会における議論は概ね済んだと考えたため、令和 4 年度以降は部会を一つに統

合した。 
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図表 13 研修向上委員会の構成（大分県） 

 

 

＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ これまでは研修記録シートで修了評価を行っていたが、研修記録シートの回収後に研修企画へ

の反映ができていないことを課題と感じており、直近の部会においても話し合いをしたところである。

結論としては、研修企画への反映も大切であるが、当面は、受講者がシートを記入する過程での

振り返りに重きを置くべきではないかとの結論になった。 

⚫ 研修記録シートの活用は必須として、現行の研修記録シートを簡素化し、集計や研修への反映

等に活用しやすいように加工することを検討中。 

⚫ 修了評価に加えて、研修実施機関における受講者調査を通じて研修の分かりやすさ等について

も確認している。 

 

＜主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 「市町村の推薦」を受講要件としており、「市町村の推薦」があれば他の要件を満たしていない場

合であっても受講が可能である。 

⚫ 一般の居宅介護支援事業所の介護支援専門員が推薦を得ることができるケースはほぼ無く、地

域包括支援センターの主任介護支援専門員が「市町村の推薦」枠で受講をしているケースが大

講師育成部会（年3回） 研修体系部会（年3回）

講師養成の方法等を検討 研修の体系・内容等を検討

資質向上のために必要な取組、
研修実施に関する各種論点を検討

研修向上委員会（年2回）

部会（年2回）

主に各研修の
進捗状況の確認・検討

（新カリキュラム対応検討含む）

部会の検討内容の
報告・検討

令
和
２
～
３
年
度

令
和
４
年
度
～

（
部
会
を
1
つ
に
統
合
）

研修向上委員会（年2回）
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多数である。職能団体に加入していない介護支援専門員においては、自己研鑽の研修等の受講

要件を満たすことができず、結果的に「市町村の推薦」を活用している状況がある（人数としては 1

年あたり１～２名程度）。 

 

 北海道 

⚫ ヒアリング先：北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課 

        北海道総合研究調査会、北海道介護支援専門員協会 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 9 月 4 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 新カリキュラム対応の準備等については、各実施機関が設置したワーキンググループで検討・実

施している。 

⚫ 北海道介護支援専門員協会では、「企画委員会」を 1回開催済みであり、今後、新カリキュラム対

応に向けたワーキンググループにおいて具体的な検討を開始予定である。長寿社会開発センタ

ーのテキストの検討状況や、国の e-ラーニング動画の共有状況等をリサーチしながらスケジュー

ルを検討している。 

⚫ 北海道総合研究調査会では、科目ごとのワーキンググループの人選が完了したが、令和 5 年度

の研修で多忙のため、各ワーキンググループにおける検討は下期から本格化する見込みである。 

⚫ 「適切なケアマネジメント手法」については、講師レベルでの検討は行われていると思うが、特段準

備は進んでいない。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 北海道では、研修向上委員会を設置しておらず、北海道介護支援専門員協会及び北海道総合

研究調査会が設置する会議体にオブザーバーとして参加している。必要に応じて、両研修実施

機関との意見交換会を開催し、情報共有を行っている。 

⚫ 各会議体における主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 講師の確保に関する事項 

➢ ファシリテーターの確保に関する事項 

➢ 講義の内容・進め方に関する事項 

➢ 演習の内容・進め方に関する事項 

➢ 実習の内容・進め方に関する事項 

➢ 研修で使用するテキストに関する事項 

➢ 研修で使用する副教材に関する事項 

➢ 研修で使用する事例に関する事項 

➢ 研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 
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⚫ 現行の体制で研修実施に支障が生じていないため、今のところ研修向上委員会を設置する予定

はない。 

 

図表 14 研修向上委員会の構成（北海道） 

 

 

＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 独自の修了評価シートを使用しているが、受講後に介護支援専門員として従事するかは予測でき

ないため、3 か月後の状況は把握せずに、受講前・受講後の状況確認を行っている。シートの集

計結果を踏まえ、次の研修企画に反映している。 

⚫ 研修修了後、受講者アンケートを実施し、理解度の高い科目・低い科目を確認している。修了評

価シートよりも、受講者アンケートの方が研修企画に反映できるような内容になっている。 

 

＜主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 「市町村の推薦」を受講要件としており、「市町村の推薦」があれば、他の要件を満たしていない

場合であっても、受講は可能である。 

⚫ 北海道は地方部になるほど、人材確保が難しい状況がある。地域包括支援センターは市町村が

運営しており、直営の場合は、職員が産休等で主任介護支援専門員が不在になる可能性もある

（人材が不足しやすい）ため、地方部の市町村直営の地域包括支援センターの人材確保を手厚

くしたい意図がある。 

⚫ 「市町村の推薦」で受講する介護支援専門員は、居宅介護支援事業所に勤めているが専任では

ない方、地域包括支援センターに勤務しており社会福祉士や保健師として配置されている方、市

町村職員として勤務しており実務経験が乏しい方の 3 パターンが多い。推薦基準は市町村ごとに

ばらつきがあり、都市部では推薦のハードルが高い一方、地方部ではそのハードルが低く、不公

北海道介護支援専門員協会
企画検討会議
（年２回）

北海道総合研究調査会（HIT）
運営会議

（年２～４回）

介護支援専門員実務研修、
介護支援専門員再研修、
介護支援専門員更新研修

（実務未経験者）に関する研修の
体系・内容等を検討

介護支援専門員専門研修、
主任介護支援専門員研修、

主任介護支援専門員更新研修、
介護支援専門員更新研修

（実務経験者）
に関する研修の体系・内容等を検討

メンバー：学識、他職種、協会員等 メンバー：学識、介護支援専門員

意見交換会
（必要に応じて）

北海道と
両実施機関との
情報共有の場

北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課

●オブザーバーとして参加

ワーキンググループ ワーキンググループ
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平感があるとは感じる。 

 

 青森県 

⚫ ヒアリング先：青森県健康福祉部高齢福祉保険課 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 9 月 5 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 青森県及び研修向上委員会としての検討は、現状あまり進んでいない。 

⚫ 研修実施機関においては、講師依頼等は進めている状況である。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、都道府県が設置している。 

⚫ 開催頻度は年 2～3 回程度、所要時間は 1 回あたり 2 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 講師の確保に関する事項 

➢ ファシリテーターの確保に関する事項 

➢ 修了評価の実施方法に関する事項 

➢ 講義の内容・進め方に関する事項 

➢ 演習の内容・進め方に関する事項 

➢ 実習の内容・進め方に関する事項 

➢ 受講要件に関する事項 

➢ 研修自体の効果に関する事項 

⚫ 青森県では、研修向上委員会に加えて、研修評価検討部会、初任介護支援専門員向け研修検

討部会、中堅介護支援専門員向け研修検討部会、主任介護支援専門員及び管理者向け研修

検討部会を設置し、資質向上に向けた取組を実施している。各会議体の概要は以下のとおり。 

➢ 研修評価検討部会：法定研修と法定外研修、又はそれに準ずる研修の評価方法等につい

て検討。年 2～3 回程度。 

➢ 初任介護支援専門員向け研修検討部会：初任介護支援専門員向けの研修の流れについて

の確認や研修修了後に研修全体の課題について話し合う。年 3～4 回程度開催。 

➢ 中堅介護支援専門員向け研修検討部会：中堅介護支援専門員向けの研修の流れについて

の確認や研修修了後に研修全体の課題について話し合う。年 3～4 回程度開催。 

➢ 主任介護支援専門員及び管理者向け研修検討部会：主任介護支援専門員及び管理者向

けの研修の流れについての確認や研修修了後に研修全体の課題について話し合う。年 3～

4 回程度開催。 
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図表 15 研修向上委員会の構成（青森県） 

 

出所：青森県提供資料を日本総研が一部加工 

 

＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 受講前、受講直後、研修修了３ヶ月後に評価を実施している。 

⚫ 以前、集合形式で実施していた際には受講者満足度の評価を実施していたが、オンライン研修

に移行後は実施していない。 

 

＜主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 「市町村の推薦」を受講要件としていない。 

 

 愛媛県 

⚫ ヒアリング先：愛媛県保健福祉部生きがい推進局長寿介護課 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 9 月 19 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 愛媛県が設置する研修向上委員会において、カリキュラム改正に関する作業部会を設置し、カリ

キュラムの骨子や演習を伴う科目の検討体制等について検討している。 

⚫ 演習を伴う科目については、ワーキンググループを設置し、講義・演習の展開方法等を検討する

こととしているが、ワーキンググループの構成メンバー等については現時点で未定であり、具体的

な検討開始は年度後半となる予定である。 

 

　　　　　青森県介護支援専門員研修向上委員会

　

　主任介護支援専門員及び管理者向け研修検討部会

・実務研修 ・介護支援専門員同行型研修 ・介護支援専門員 ・主任介護支援専門員研修

・介護支援専門員基礎資格 専門Ⅰ・専門Ⅱ・更新研修

・再研修、更新研修 　別スキルアップ研修 ・施設介護支援専門員研修

（実務未経験者向け）・介護支援専門員

　　高齢者権利擁護研修

事務局：高齢福祉保険課及び青森県介護支援専門員協会事務局

法定外研修

・更新研修（実務経験者向け） ・介護支援専門員スキルアップ研修

（実習指導者養成研修を含

む）

重点課題解決研修
・主任介護支援専門員

　　更新研修

・介護支援専門員及び

　介護サービス事業者合同研修

　　青森県介護支援専門員研修向上委員会及び検討部会の組織図 令和５年５月29日作成

　　　　　研修評価検討部会

　

初任介護支援専門員向け研修検討部会 中堅介護支援専門員向け研修検討部会

法定研修 法定外研修 法定研修 法定外研修 法定研修

委員長、副委員長、委員（７名）

部会長、副部会長、部会員（６人） 部会長、副部会長、部会員（８人） 部会長、副部会長、部会員（６人）

講師・ファシリテー

ター養成研修

委員長、部会員（６人）

年2～3回
年2～3回

年3～４回 年3～４回 年3～４回
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＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、都道府県が設置している。 

⚫ 開催頻度は年 2 回程度、所要時間は 1 回あたり 1 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 講師の確保に関する事項 

➢ ファシリテーターの確保に関する事項 

➢ 修了評価の実施方法に関する事項 

➢ 講義の内容・進め方に関する事項 

➢ 演習の内容・進め方に関する事項 

➢ 研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 

➢ 受講要件に関する事項 

⚫ 愛媛県では、研修向上委員会に加えて、検討部会、その他作業部会を設置し、資質向上に向け

た取組を実施している。各会議体の概要は以下のとおり。 

➢ 検討部会：研修の実施内容の見直しや研修の評価など、詳細な検討を行っている。年 4～5

回程度開催。 

➢ その他作業部会：年度によって、特に検討が必要な事項について、必要時に設置している

（例えば、オンライン化、主任更新研修や見学実習に関する作業部会を過去に設置）。 

 

図表 16 研修向上委員会の構成（愛媛県） 

  

 

検討部会
（年4～5回）

その他作業部会
（必要に応じて）

研修の実施内容の見直しや研修の
評価など、詳細な検討等を検討

特に検討が必要な事項等を検討

資質向上のために必要な取組、
研修実施に関する各種論点を検討

研修向上委員会
（年2回）
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＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 現在は、一部の研修課程において研修記録シートを活用しているが、来年度からは全研修課程

において研修記録シートを導入する予定としている。受講前、受講直後の状況について各講師・

ファシリテーターにフィードバックしていきたいと考えている。 

 

＜主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 「市町の推薦」を受講要件としており、「市町の推薦」がない場合は、他の要件を満たしているとし

ても受講はできない。 

⚫ 「市町の推薦」を得ることで、「主任介護支援専門員研修実施要綱 2.対象者」に規定する「介護支

援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者」かどうかの判断を行っている。また、主任

介護支援専門員の役割（地域包括ケアシステム構築の要となる）等を考慮し、市町において主任

介護支援専門員を把握し、連携していくために「市町の推薦」を必須要件としている。 

⚫ 「市町の推薦」を受けるための条件については、各市町が決定している。 

 

 広島県 

⚫ ヒアリング先：広島県健康福祉局医療介護基盤課、広島県介護支援専門員協会 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 10 月 18 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 広島県介護支援専門員研修センター（広島県介護支援専門員協会内に設置）を中心として、準

備を進めている。 

⚫ 国による新カリキュラム対応の教材 DVD が想定よりも早く送付されてきたため、比較的順調に進

んでいる。 

⚫ 新カリキュラム対応の内容での実施が最も早いのは、介護支援専門員専門研修課程Ⅰであり、研

修内容は本年 11 月～12 月頃に完成する予定である。その後、講師等に展開し、令和 6 年 6 月

から開始予定である。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、研修実施機関が設置している（広島県からの委託）。 

⚫ 開催頻度は年 3 回程度、所要時間は 1 回あたり 2 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 講師の確保に関する事項 

➢ 講師の評価、質の担保に関する事項 

➢ ファシリテーターの確保に関する事項 

➢ ファシリテーターの評価、質の担保に関する事項 
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➢ 修了評価の結果の活用・解釈に関する事項 

➢ 講義の内容・進め方に関する事項 

➢ 演習の内容・進め方に関する事項 

➢ 実習の内容・進め方に関する事項 

⚫ 広島県では、研修向上委員会の下に、研修体系検討ワーキンググループ、指導者養成活用検討

ワーキンググループ、研修評価システム検討ワーキンググループ、実施体制検討ワーキンググル

ープを設置し、資質向上に向けた取組を実施している。各会議体の概要は以下のとおり。 

➢ 研修体系検討ワーキンググループ：研修センターが作成した研修構成の確認・承認を実施。

年 3 回程度開催。 

➢ 指導者養成活用検討ワーキンググループ：研修講師の確保・育成に関する検討を実施。年 3

回程度開催。 

➢ 研修評価システム検討ワーキンググループ：研修記録シートの分析・活用に関する検討を実

施。年 3 回程度開催。 

➢ 実施体制検討ワーキンググループ：研修の実施体制に関する検討を実施。年 3 回程度。 

⚫ 具体的な議論については 4 ワーキンググループで実施し、研修向上委員会はそれらの内容を報

告・確認する場として機能させている。 

⚫ 研修の具体的な内容については、研修センターが中心となり検討を行い、研修体系検討ワーキン

ググループが承認する流れとしている。 

 

図表 17 研修向上委員会の構成（広島県） 

 

研修向上委員会
（年3回程度）

研修体系検討WG
（年3回程度）

指導者養成
活用検討WG
（年3回程度）

研修評価
システム検討WG
（年3回程度）

研修センターが作成した
研修構成の確認・承認

研修講師の確保・育成
に関する検討

研修記録シートの
分析・活用に
関する検討

4WGの検討内容の
報告・確認

研修記録シートの分析結果を法定研修・法定外研修の企画等に反映

（自由記述もテキストマイニングツールで分析）

実施体制検討WG
（年3回程度）

研修の実施体制
に関する検討

広島県、広島県介護支援専門員協会、
広島県社会福祉協議会、

その他の関係団体が委員として参画

各WGは6名程度で構成
大部分が広島県介護支援

専門員協会の会員

• 介護支援専門員実務研修、介護支援専門員専門研修
（専門研修課程Ⅰ・Ⅱ）、主任介護支援専門員研修、
主任介護支援専門員更新研修の4グループを設置

• 広島県介護支援専門員協会内の組織であり、各グルー
プで6～8名の会員が研修構成の検討を実施

• 新カリキュラム対応の実働部分も本センターが担っている

研修センター
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＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 受講者には研修記録シートの提出をもって、研修に対する理解度を確認している。 

⚫ 講師への評価について、令和 5 年度からファシリテーターが講師を評価する「他者評価」を実施

し、指導者の質の担保と向上に向けた取組を始めている。 

 

＜主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の受講要件に関する事項＞ 

⚫ 市町村からの推薦要件を主任介護支援専門員研修の受講要件に盛り込んでいる。 

⚫ 1つでも要件に該当すれば受講は可能であるため、市町村推薦がない場合であっても、受講に支

障はない。 

⚫ 市町村からの推薦要件を設けた経緯として、保健師や社会福祉士との兼務が多く、専従の要件

に該当しないため、要件緩和の要望があったことが大きな理由である。地域包括支援センターの

設置者は市町村長であるため、市町村の推薦があることを受講要件に加えた。 

 

 滋賀県 

⚫ ヒアリング先：滋賀県健康医療福祉部医療福祉推進課 

滋賀県介護支援専門員協会、滋賀県社会福祉協議会社会福祉研修センター 

⚫ ヒアリング日程：令和 5 年 12 月 7 日 ※下記はいずれもヒアリング実施時点の回答 

 

＜新カリキュラムの実施に向けた検討・準備状況、課題＞ 

⚫ 本年度、以下のスケジュールで対応を実施・予定している。 

➢ 4 月下旬：新カリキュラムの指導者・講師の振り分け 

➢ 5 月：各類型リーダー向けの説明会 

➢ 8 月：外部講師を招いた指導者対象研修会 

➢ 9 月：作業スケジュールについて説明・共有 

➢ 12 月：研修向上委員会での方針承認 

➢ 1 月以降：指導者・講師の作業＋テキストの選定 

⚫ 新カリキュラム対応で実施する研修課程は、令和 6年 6月上旬の介護支援専門員専門研修課程

Ⅰが最も早くなる予定。 

 

＜研修向上委員会の機能・役割、運営の課題＞ 

⚫ 研修向上委員会は、都道府県が設置している。 

⚫ 開催頻度は年 1 回程度、所要時間は 1 回あたり 2 時間程度。 

⚫ 研修向上委員会での主な検討事項は以下のとおり。 

➢ 講義の内容・進め方に関する事項 

➢ 研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 
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➢ 受講要件に関する事項 

⚫ 滋賀県では、研修向上委員会に加えて部会を設置し、資質向上に向けた取組を実施している。

概要は以下のとおり。 

➢ 部会：各検討事項の詳細な検討を行うため、滋賀県及び研修実施機関で構成される会議体

を令和 5 年度から設置した。新カリキュラムへの対応検討、リーダー説明会、指導者対象研

修会の運営、研修の実施に関する各種検討を実施。滋賀県と 2 か所の研修実施機関とで協

議する場として定期的に開催している。 

 

図表 18 研修向上委員会の構成（滋賀県） 

 

 

＜修了評価を含む研修全体の評価の実施状況＞ 

⚫ 受講者には研修記録シートと別途でアンケートを実施し、理解度、満足度、研修の運営、オンライ

ン研修に対する意向等を確認している。 

⚫ 講師への評価は特段実施していないが、講師の使用する副教材は研修実施機関及び他の講師

が全て事前確認を行う運用としており、講師間でばらつきが生じないようにしている。 

  

研修向上委員会
（年１回程度）

部会
（定期的に実施）

新カリキュラムへの対応検討
リーダー説明会、指導者対象研修会の運営

研修の実施に関する各種検討

研修実施の検証・見直し
研修内容の改善

研修のアウトカム評価の実施

滋賀県介護支援専門員研修向上検討会議設置要綱

第３条 検討会議は、委員10名以内をもって構成する。
２ 委員は次に掲げる者および関係団体の者から選任する。
(1) 学識経験を有する者
(2) 滋賀県介護支援専門員連絡協議会関係者
(3) 研修実施機関関係者

３ 検討会議にはオブザーバーとして次に掲げる者の参加を
依頼することができる。
(1) 地域包括支援センター関係者
(2) 介護保険事業関係者
(3) その他、医療福祉推進課長が適当と認める者

（構成）
滋賀県健康医療福祉部医療福祉推進課
滋賀県介護支援専門員協会
滋賀県社会福祉協議会社会福祉研修センター
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4. 研修実施体制等のあり方に関する検討・整理 

研修の効果的な実施による介護支援専門員の質の向上に向け、都道府県、市町村、職能団体等

が連携した研修実施体制のあり方について検討・整理した。なお研修の質を担保するための修了評

価を含む研修全体の評価の考え方、その中心的役割を担う研修向上委員会の機能や運用のあり方

等についてもあわせて検討した。本章では、その概要を示す。 

 

4.1. ガイドラインにおける定義 

厚生労働書「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」において研修向上委員

会は「研修の実施後の評価をもとに、更なる効率的・効果的な研修の実施方法を検討する都道府県に

設置される委員会」と定義されている。また、同ガイドラインでは、研修向上委員会の役割・機能、想定

される構成委員、研修向上委員会に関連した都道府県、研修実施機関の役割・機能について以下の

とおり記載されている。 

 

図表 19 ガイドラインにおける定義等の状況 

 

出典：厚生労働書「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」p12 をもとに 

株式会社日本総合研究所が作成 

  

定義（研修向上委員会とは何か）

研修向上委員会の役割・機能

想定される構成委員

研修向上委員会に関連した

都道府県、研修実施機関の役割・機能
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4.2. 研修向上委員会の現状の設置・運営状況 

研修向上委員会の現状の設置・運営状況等については、先行調査研究である令和４年度老人保

健健康増進等事業「介護支援専門員の資質向上に資する研修等のあり方に関する調査研究事業

（以下、「令和４年度調査」）」において調査が実施されている。また、本事業でも改めて直近の実態把

握のための調査を実施した。 

本事業および先行調査研究における研修向上委員会に関する調査項目は以下のとおり。 

 

＜令和５年度調査＞ 

・ 研修向上委員会の設置の有無、設置主体、開催頻度、所要時間 

・ 研修向上委員会以外の部会、ワーキンググループ等の設置状況 

・ 研修向上委員会での検討事項 

・ 研修向上委員会が担うべき役割・機能 

・ 研修向上委員会の運営に関する課題 

＜令和４年度調査＞ 

・ 研修向上委員会の運営予算 

・ 研修向上委員会への都道府県の職員の参画状況 

・ 研修向上委員会の運営の実施要綱等の作成状況 

・ 研修向上委員会の委員構成 

・ 研修向上委員会の事務局の担い手 

・ 研修向上委員会の事務局の所管業務 

・ 研修向上委員会において検討している事項 

・ 研修向上委員会における評価の実施状況 

 

以降に各調査結果を示す。 
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 令和５年度調査の主な結果 

⚫ 研修向上委員会の設置の有無、設置主体、開催頻度、所要時間 

研修向上委員会の設置状況、設置主体についてご回答ください。１年間あたりの研修向上委員会

の開催回数と１回あたりの所要時間をご回答ください。年度ごとに回数や時間数が異なる場合は、

昨年度（令和４年度）の実績をご回答ください。(n=46) 

 各都道府県の研修向上委員会の設置・開催状況は以下のとおり。 

※福井県は、研修向上委員会は設置していないが、必要があれば研修機関と話し合う場を設けている。 

 

図表 20  研修向上委員会の設置有無、設置主体、開催頻度、所要時間 

 

研修向上委員会の
設置状況

開催回数
/年

開催時間
/回

WG・部会
の有無

1 北海道 設置（研修実施機関：委託以外） 4 2 無し

2 青森県 設置（都道府県） 2～3 2 有り

3 岩手県 設置（都道府県） 2 2 有り

4 宮城県 設置（研修実施機関：委託以外） 6 3 無し

5 秋田県 設置（都道府県） 2 2 無し

6 山形県 設置（都道府県） 1 2 有り

7 福島県 設置（都道府県） 1 2 無し

8 茨城県 設置（研修実施機関：委託） 4 2 有り

9 栃木県 設置（研修実施機関：委託） 5 2 無し

10 群馬県 設置（研修実施機関：委託） 1 2 無し

11 埼玉県 設置（都道府県） 2 2 無し

12 千葉県 設置（都道府県） 2 2 有り

13 東京都 設置（都道府県） 4 2 有り

14 神奈川県 設置（都道府県） 3 2 無し

15 新潟県 設置（研修実施機関：委託） 5 2～3 有り

16 富山県 設置（研修実施機関：委託） 1 1 無し

17 石川県 未回答 ‐ ‐ ‐

18 福井県 設置していない※ ‐ ‐ ‐

19 山梨県 設置（都道府県） 2 2 無し

20 長野県 設置（都道府県） 2 2 有り

21 岐阜県 設置していない ‐ ‐ ‐

22 静岡県 設置（都道府県） 2 2 有り

23 愛知県 設置（都道府県） 1 2 有り
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図表 21  研修向上委員会の設置有無、設置主体、開催頻度、所要時間 

 

 

 

 

 

 

 

研修向上委員会の
設置状況

開催回数
/年

開催時間
/回

WG・部会
の有無

24 三重県 設置（研修実施機関：委託） 2 2 有り

25 滋賀県 設置（都道府県） 1 2 有り

26 京都府 設置（研修実施機関：委託） 1～2 2 有り

27 大阪府 設置（都道府県） 1 3 有り

28 兵庫県 設置（都道府県） 1 2 有り

29 奈良県 設置（都道府県） 1 2 有り

30 和歌山県 設置（その他主体） 4 2 無し

31 鳥取県 設置（研修実施機関：委託） 2 2 無し

32 島根県 設置（研修実施機関：委託） 2 2 無し

33 岡山県 設置（研修実施機関：委託） 4 2 有り

34 広島県 設置（研修実施機関：委託） 3 2 無し

35 山口県 設置（研修実施機関：委託） 3 2 無し

36 徳島県 コロナ感染症の影響で未開催 ‐ ‐ ‐

37 香川県 設置（都道府県） 3 2 有り

38 愛媛県 設置（都道府県） 2 1 有り

39 高知県 設置（都道府県） 2 2 無し

40 福岡県 設置（都道府県） 1 2 無し

41 佐賀県 設置（都道府県） 2 1 有り

42 長崎県 設置（研修実施機関：委託） 1 2 有り

43 熊本県 設置（都道府県） 1 2 無し

44 大分県 設置（都道府県） 1 2 有り

45 宮崎県 設置（研修実施機関：委託） 2 2 有り

46 鹿児島県 設置（都道府県） 3 2 有り

47 沖縄県 設置（研修実施機関：委託） 1 3 有り
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⚫ 研修向上委員会以外の部会、ワーキンググループ等の設置状況 

研修向上委員会以外に介護支援専門員の法定研修に関連した部会やワーキンググループ等の会

議体を設置していますか。設置している場合は、会議体の名称と目的・検討事項、開催頻度等をご

回答ください。複数ある場合は、全ての会議体についてご回答ください。（自由記述）(n=44) 

研修向上委員会以外の部会、ワーキンググループ等を設置しているとの回答があった都道府県の

自由記述回答を抜粋して以下に掲載。 

 

【青森県】 

 研修評価検討部会：研修の受講者評価の効果的な実施に向け、研修記録シートの運用方法に

ついて議論を行っている。年間２～３回開催。 

 初任介護支援専門員向け研修検討部会：研修の流れについての確認や研修修了後に研修全

体の課題について話し合う。年間２～３回開催。 

 中堅介護支援専門員向け研修検討部会：研修の流れについての確認や研修修了後に研修全

体の課題について話し合う。年間２～３回開催。 

 主任介護支援専門及び管理者向け研修検討部会：研修の流れについての確認や研修修了後

に研修全体の課題について話し合う。年間２～３回開催。 

【岩手県】 

 岩手県介護支援専門員研修カリキュラム改正に係るワーキンググループ：令和６年度からのカリキ

ュラム改正に向け、研修の効果的な実施に向け、新カリキュラムにおける各科目のシラバス作成、

講義・演習科目の時間配分、新科目の講師の選定等を行った（令和５年度に限り設置）。 

【山形県】 

 研修修了評価委員会：実務研修、実務未経験者更新研修、再研修の受講者について修了評価

を行う。年間２回開催。 

 研修審査委員会：主任研修、主任更新研修の受講申込者について受講資格があるか審査を行

う。また、主任研修、主任更新研修、専門Ⅰ、専門Ⅱの受講者について修了評価を行う。年間９

回程度開催。 

【茨木県】 

 実施機関に「教育・研修委員会」を設置。委員会内に「実務研修ワーキンググループ」「専門１ワ

ーキンググループ」「専門Ⅱワーキンググループ」「主任・主任更新ワーキンググループ」を設置。

演習のプログラム、進行内容、演習シート等の検討を行っている。各ワーキングは年５～６回。 

 「講師養成のためのワーキングループ」を設置。講師の質の平準化と向上を目的に講師向け研修

の内容等を検討している。年１回程度開催。 

【千葉県】 

 実務研修委員会：研修内容及び運営全般について検討を行っている。年間３回程度開催。 
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 専門研修委員会：研修内容及び運営全般について検討を行っている。年間６回程度開催。 

 主任・主任更新研修委員会：研修内容及び運営全般について検討を行っている。年間５回程度

開催。 

【東京都】 

 カリキュラム改正に向けた研修内容検討のためワーキンググループを設置（令和５年度のみ。年

間８回開催予定）。 

【新潟県】 

 ワーキンググループ（法定研修ごとに設置）：研修の企画や記録シート、研修の評価方法等につ

いて議論している。年間３回程度開催。このほか必要に応じて随時開催。 

【長野県】 

 研修企画懇話会：演習内容や課題の作成を行っている。研修の講師・ファシリテーターで構成。

今年度はカリキュラム改定に関する検討のため月１回程度開催。 

【静岡県】 

 研修部会：法定研修のありかた・カリキュラムの見直し等について検討を行う。年２回程度。 

 育成部会：介護支援専門員の育成に関し、介護支援専門員リーダー養成・フォローアップ研修の

実施等について検討。年２回程度実施。 

 評価部会：介護支援専門員のキャリアラダー評価表を作成し、県内の全介護支援専門員に活用

いただくよう通知。法定研修受講者は自己評価結果を県に提出し、県はその結果を基に今後の

支援等を検討。年２回程度。 

【愛知県】 

 愛知県介護支援専門員支援会議ワーキンググループ：直近では主に講師・ファシリテーター養成

や研修のオンライン・分散化について情報共有及び検討を行っている。年間３回程度開催。 

【三重県】 

 研修企画検討委員会：研修の内容や実施方法について検討を行っている。年間４回程度開催。 

【滋賀県】 

 研修実施機関による研修毎の評価会議を行っている。 

 向上検討会議の部会を県が開催し、2 か所の研修実施機関と協議する場を適宜設けている。 

【京都府】 

 法定研修委員会：法定研修全体の統括及び調整、再研修・更新研修（実務未経験者）・専門研

修課程Ⅰ・専門研修課程Ⅱ・主任介護支援専門員研修・主任介護支援専門員更新研修、研修

向上に関することについて研修実施機関で議論を行っている。年４回程度開催。 

【大阪府】 

 実務研修、専門Ⅰ・Ⅱ、未経験・再研修、主任研修、主任更新研修の、５作業部会を設置してい

る。所管事項は、大阪府介護支援専門員資質向上事業実施要綱におけるケアマネジメントの基

礎技術及び展開技術に関する演習に係る検討、研修のタイムスケジュールの見直し及び作成、
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講師用テキスト及び研修補助資料の見直し及び作成、修了評価の手法等の検討及び意見交換、

その他必要な事項、となっている。開催頻度は、それぞれ年３回程度である。 

【兵庫県】 

 研修内容検討委員会：研修のより詳細な部分について、有識者等を呼んで議論を行う。年間６回

程度開催。 

【奈良県】 

 実務研修ワーキンググループ、更新研修ワーキンググループ、主任研修ワーキンググループ ：

新カリキュラムでの研修実施に向けての内容の検討等を実施。各ワーキンググループともに月２

回程度開催。 

【岡山県】 

 【介護支援専門員協会】研修向上ワーキング会議（年２回程度）：研修内容の詳細を詰め、限られ

た研修時間の中で優先的に扱う項目などを決める。 

 【社会福祉協議会】指導者連絡会議（年 1回）：県社協担当の研修における指導内容の共有を行

う。 

【香川県】 

 主任介護支援専門員研修受講決定に係るワーキング：主任介護支援専門員研修受講決定に係

る書類審査を行っている。年１回開催。 

 資質向上検討委員会科目別ワーキング：実務・再・更新研修における演習の進め方について刷

り合わせを行っている。年１回程度開催。 

【愛媛県】 

 検討部会：研修の実施内容の見直しや研修の評価など、詳細な検討を行っている。年間４～５回

程度開催。 

 その他作業部会：年度によって、特に検討が必要な事項について、必要時に設置（例えば、オン

ライン化、主任更新研修や見学実習に関する作業部会を過去に設置）。 

【佐賀県】 

 シラバス検討会議：講師の質の平準化に向けて、講師向けの手引きの作成等を主に行っている。

年間 10 回程度開催。（委託） 

【長崎県】 

 法定研修運営部会：年間５回程度開催。法定研修の課目内容の精査等の企画運営。 

 指導者養成部会：年間５回程度開催。法定研修講師の選定、実務研修実習指導者養成研修の

企画・運営、日本協主催指導者研修への参加及び伝達研修の実施、指導者の新規発掘。 

【大分県】 

 研修向上委員会部会：研修の効果的な実施のため、R５年度は法定外研修の実施や修了評価

の方法、到達目標の設定について議論を行っている。年間２回程度開催。 

【宮崎県】 
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 宮崎県介護支援専門員研修向上委員会作業部会：専門的かつ詳細な事項の検討を行う。年２

回程度開催。 

【鹿児島県】 

 疾患別に専門職を中心としたワーキンググループを設置して、研修を組み立てしている。研修の

平準化を目的として年５回の指導者研修を実施している。（県介護支援専門員協会） 

【沖縄県】 

 生涯研修事業委員会：生涯研修事業委員会委員長及び県ケアマネ協会会長・副会長、ケアマ

ネ協会事務局、ワーキンググループ主担当者で構成。各法定研修に共通する事項を協議。年４

～５回実施。 

 ７つの法定研修ごとに４名１組のワーキンググループを設置。研修開催までに４回会議を行い、日

程や講師選定、講義や演習についてはガイドラインやテキストに沿って講師が組み立て作業を行

えるよう標準化を図っている。研修後には受講者からのアンケート結果を踏まえ、振り返り会議を

実施。また、講師やファシリテーターについて、進行や教示方法について差異が生じないよう事前

説明会を実施している。（ファシリテーター養成研修については、主任ケアマネ向けに別途実施し

ている） 

 

⚫ 研修向上委員会での検討事項 

研修向上委員会で検討している事項としてあてはまるものをすべて選択してください。（複数選択）

(n=44) 

研修向上委員会での検討事項について、「研修の実施方法に関する事項」が 79.5％で最も割合が

大きく、次いで「講義の内容・進め方に関する事項」が 72.7％であった。 

 

図表 22  研修向上委員会での検討事項 

 

ｎ ％

①講師の確保に関する事項 19 43.2%

②講師の評価、質の担保に関する事項 16 36.4%

③ファシリテーターの確保に関する事項 22 50.0%

④ファシリテーターの評価、質の担保に関する事項 15 34.1%

⑤修了評価の実施方法に関する事項 21 47.7%

⑥修了評価の結果の活用・解釈に関する事項 14 31.8%

⑦講義の内容・進め方に関する事項 32 72.7%

⑧演習の内容・進め方に関する事項 30 68.2%

⑨実習の内容・進め方に関する事項 21 47.7%

⑩研修で使用するテキストに関する事項 18 40.9%

⑪研修で使用する副教材に関する事項　 9 20.5%

⑫研修で使用する事例に関する事項 12 27.3%

⑬研修の実施方法に関する事項（オンラインの活用の有無、範囲等） 35 79.5%

⑭受講料に関する事項 9 20.5%

⑮受講要件に関する事項 23 52.3%

⑯市町村との連携・情報共有に関する事項 4 9.1%

⑰県単位の職能団体との連携・情報共有に関する事項 7 15.9%

⑱地域（市町村等）単位の職能団体との連携・情報共有に関する事項 3 6.8%

⑲都道府県が実施する「介護支援専門員資質向上事業」の事業評価に関する事項 6 13.6%

⑳研修自体の効果に関する事項 19 43.2%

㉑その他（下部にご記入ください） 5 11.4%

回答数 44
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⚫ 研修向上委員会が担うべき役割・機能 

効果的な研修の実施に向け、今後、研修向上委員会にどのような役割や機能を担わせることが必

要だと思いますか。（自由記述）(n=44) 

都道府県が考える研修向上委員会が担うべき役割・機能を確認した。主な回答は以下のとおり。 

 

【研修向上委員会が担うべき役割・機能（自由記述回答より抜粋）】 

 研修効果の検証、講師の評価、複数ある研修実施機関の格差が生じないよう検証する役割。 

 本県の場合、研修講師の選任等は実施機関を中心に行っていたが、今後は、講師の養成及び資

質向上に向けた取り組みを研修向上委員会で担うことも必要と考えられる。 

 法定研修の実施状況と結果を分析し、介護支援専門員に不足している知識・技能や実践力の養

成が課題となっている分野について、県、研修実施機関、職能団体、その他関係団体と情報共有

し、法定外研修等につなげていくことで、PDCA サイクルを構築することが必要と考える。 

 修了評価指針、補講要件など、研修の一定の質の担保するために都道府県や各研修機関が持

つべき共通認識、方向性の策定。 

 講義や演習の具体的な内容や進め方を、県全体で平準化させる議論を実施するような機能が求

められる。 

 介護支援専門員の法定研修について、関係機関との情報や課題の共有を行うとともに、研修の方

向性を決定していく。 

 研修が効果的に行われているか、研修記録シートなどで効果を分析し、検討すること。 

 受講生の修了評価結果やアンケート結果等をもとに、研修の実施内容や実施方法について検証

する機能。 

 県と研修実施機関が連携して研修に関する事項を進めているが、議論が行き詰まる場合など、第

3者からの幅広いご意見や承認を受けたい場合など、向上検討会議で議論すべきと思われる議題

があった際に開催するべきと思う。 

 これまで通り、ケアマネの資質向上という目標に向け、新カリキュラムへの対応などの臨機応変さは

もちろん、講師一人ひとりのモチベーション維持やモチベーションアップにも深く関わる役割を担っ

ていただくことが必要だと考える。 

 同じ介護支援専門員であっても、業務に慣れている職員と新人の職員とでは研修に際して感じる

課題が異なる。研修向上委員会の委員は介護支援専門員の業務内容に精通した人物が多いた

め、新人の介護支援専門員にとって取り組みづらい実施体制にならないよう、様々な立場からの

意見を柔軟に取り入れるための機能が必要だと考える。 

 研修の実施、評価に関する事項に加え、今回のカリキュラム改正に基づき、法定外研修との接続

に関する事項も検討が必要であると感じている。 
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⚫ 研修向上委員会の運営に関する課題 

研修向上委員会において研修に関する各種検討を行う際に、課題に感じている事項があればご記

入ください。（自由記述）(n=44) 

各都道府県が研修向上委員会の運営に関して感じている課題を確認した。 

主な回答は以下のとおり。 

 

【研修向上委員会の運営に関する課題（自由記述回答より抜粋）】 

 現在はその時々において課題に感じる事項について議論を行っているが、検討事項の設定に苦

慮することがある。 

 研修向上委員会が設置された当時からは状況も変化しており、検討事項についても見直される時

期となっている。それに併せて構成員等も再検討が必要であると考えている。同じ法定研修を実施

していく中で、各県ごとに取組みが異なっている現状については問題であると考えられるため、国

において、検討事項、委員会の構成員について、一定の基準等を示していただきたい。 

 県が事務局を行っていることもあり、検討議題はほとんど県が提案している。議題も固定化しており、

各委員が主体性を発揮いただけていない。また、当該委員会での検討範囲は法定研修にとどまる

のか、それ以上（県下全域の資質向上に資すること）にまで及ぶ必要があるのかが不明。具体的

に何を検討していく必要があるのかを明確にできていない。 

 各委員が研修の実態やその解決に向けた検討をする際に、研修の位置づけや目的等を十分に

理解しているとは言えない。 

 本県は、法定研修全てを職能団体に委託しているため、研修向上委員会では、研修実施機関と

職能団体としての意見をいただくが、職能団体としての意向が強くなりがちであること。 

 他の都道府県の研修向上委員会での役割や機能、検討されている事項や、議題などを知る機会

がない。国において、情報の取りまとめ、共有していただけるとありがたい。 
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 令和４年度調査の主な結果 

⚫ 研修向上委員会の設置状況の推移（都道府県調査より） 

研修向上委員会の設置状況、設置主体についてご回答ください。（1 つ選択）(n=47) 

平成 28 年度以降、各都道府県で研修向上委員会の設置が進む。令和４年度時点で 44 都道府県

（91.5 件）が設置済みであった。 

 

図表 23  研修向上委員会の設置状況の推移 

 

 

⚫ 研修向上委員会の運営予算（都道府県調査より） 

研修向上委員会の運営予算についてご回答ください。（SA） (n=42) 

 研修向上委員会の運営予算に関しては、「都道府県が全額負担」が 71.4％で最も割合が大きく、次

いで「研修実施機関が全額負担」が 21.4％であった。 

 

図表 24  研修向上委員会の運営予算 

 

76.6%（36都道府県）

85.1%（40都道府県）

91.5%（43都道府県）

93.6% (44都道府県）
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6.4%
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⚫ 研修向上委員会への都道府県の職員の参画状況（都道府県調査より） 

研修向上委員会への都道府県の職員の参画状況についてご回答ください。（MA） (n=47) 

 研修向上委員会への都道府県の職員の参画状況に関しては、「事務局として参画している」が

61.9％で最も割合が大きく、次いで「委員として参画している」が 50.0％であった。 

 

図表 25  研修向上委員会への都道府県の職員の参画状況 

 

 

⚫ 研修向上委員会の運営の実施要綱等の作成状況（都道府県調査より） 

研修向上委員会の実施要綱等（運営マニュアルなども含む）の取り決めの作成状況についてご回

答ください。（SA） (n=42) 

 研修向上委員会の運営の実施要綱等の作成状況に関しては、「作成している」が 76.2％、「作成して

いない」が 23.8％であった。 

 

図表 26  研修向上委員会の運営の実施要綱等の作成状況 
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⚫ 研修向上委員会の委員構成（都道府県調査より） 

研修向上委員会への参加者として該当するものをすべて選択してください。（MA） (n=42) 

 研修向上委員会の委員構成に関しては、「研修実施機関の職員」が 97.6％で最も割合が大きく、次

いで「都道府県の職員」が 85.7％であった。 

 

図表 27  研修向上委員会の委員構成 

 

 

⚫ 研修向上委員会の事務局の担い手（都道府県調査より） 

研修向上委員会の事務局の担い手としてあてはまるものをすべて選択してください。（MA） (n=42) 

 研修向上委員会の事務局の担い手に関しては、「都道府県の職員」および「研修実施機関の職員」

の割合がそれぞれ 57.1％であった。 

図表 28  研修向上委員会の事務局の担い手 
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⚫ 研修向上委員会の事務局の所管業務（都道府県調査より） 

研修向上委員会の事務局の所管業務としてあてはまるものをすべて選択してください。（MA） 

(n=42) 

研修向上委員会の事務局の所管業務に関しては、「委員会の議題・検討事項の設定」が 97.6％で

最も割合が大きく、次いで「委員会の検討用資料の作成」が 95.2％であった。 

図表 29  研修向上委員会の事務局の所管業務 

 

 

⚫ 研修向上委員会において検討している事項（都道府県調査より） 

研修向上委員会において検討している事項としてあてはまるものをすべて選択してください。（MA）  

(n=42) 

 研修向上委員会において検討している事項に関しては、「主任介護支援専門員更新研修の受講要

件」が 52.4％で最も割合が大きく、次いで「e-ラーニングの導入」「その他」がそれぞれ 50.0％であった。 

 

図表 30 研修向上委員会において検討している事項 
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⚫ 研修向上委員会における評価の実施状況（都道府県調査より） 

研修向上委員会における各項目の評価の実施状況をそれぞれ選択してくだい。（SA） (n=41) 

 研修向上委員会において評価している項目に関しては、「修了評価の手法」が 53.7％で最も割合が

大きく、次いで「研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正」が 50.0％であった。 

 

図表 31  研修向上委員会における評価の実施状況 

 

 

4.3. 令和４年度老人保健健康増進等事業「介護支援専門員の資質向上に資する研修等のあり

方に関する調査研究事業」における検討状況 

令和４年度調査において、上記のアンケート調査結果や有識者による検討委員会での議論等を踏

まえ、研修向上委員会の機能に関する提言が以下のとおり整理された。 

 

【研修向上委員会の機能に関する提言】 

■研修向上委員会の機能や運用のあり方の検討 

研修向上委員会の設置はほぼ全県となっており、体制整備は確実に進んでいる。一方、研修向

上委員会の設置方法やそこで検討される内容、役割・機能などは、これまでの調査で都道府県ごと

に相違があることが明らかになっている。その背景としては、研修実施体制上や制度上の研修向上

委員会の位置づけや求められる機能等が明確になっていないことが理由としてあると考えられる。 

介護支援専門員の資質向上に資する効率的・効果的な研修の実現に向けては、研修向上委員

会を中心として継続的な研修の改善が各都道府県で実現されることが必要である。そのため、研修

実施体制のあり方及び研修全体の評価の考え方、その中心的役割を担う研修向上委員会の機能

や運用のあり方を改めて検討すべきである。 

※令和４年度老人保健健康増進等事業「介護支援専門員の資質向上に資する研修等のあり方に関

する調査研究事業」報告書より抜粋 

  

(n)

Q2_2_9_1 研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正 (40)

Q2_2_9_2 使用した資料・事例の適正 (41)

Q2_2_9_3 シラバス、講義の組み立ての適正 (41)

Q2_2_9_4 講師・ファシリテーターの質の適正 (41)

Q2_2_9_5 修了評価の手法 (41)

Q2_2_9_6 受講者の負担（移動や時間、費用等） (41)

Q2_2_9_7 研修科目間の指導の視点の統一性 (40)

Q2_2_9_8 法定研修の研修課程間の連動性 (40)

Q2_2_9_9 法定研修と法定外研修の連動性 (40)
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4.4. 検討委員会における主な意見 

 議論の前提（用語の定義） 

議論の前提として、介護支援専門員の養成に関する各用語の定義について整理を行った。 

厚生労働省「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」において、「生涯学習」、

「Off-JT」、「OJT」、「自己研鑽」、「法定研修」、「法定外研修」、「継続研修」等の各用語は以下のとお

り定義されている。 

 

１ ガイドライン作成の背景 

（５）今回のカリキュラムの見直しの方向性 

＜中略＞ 

③法定研修修了後の継続研修（法定外研修、OJT 等）で実践力を養成することを前提に、カリキ

ュラムの内容を幅広い知識の獲得に重きを置いた時間配分（＝講義中心）に見直す。 

 

＜中略＞ 

（６）用語の定義 

 介護支援専門員の「生涯学習」は、Off-JT（「法定研修」や「法定外研修」等）、OJT（業務での指

導・支援を通じた学び等）、自己研鑽（自主勉強会や自主的な学会発表等）の組合せからなる。法

定研修には、「実務研修」、「再研修」、「専門研修（専門研修課程Ⅰ、Ⅱ）」、「更新研修（専門研修

課程Ⅰ、Ⅱ）」、「主任介護支援専門員研修」、「主任介護支援専門員更新研修」が含まれる。 

 上記の整理を前提に、本ガイドラインで「生涯学習」との表現を用いる場合には、介護支援専門員

の資質向上に向けた養成の取組みの全体を指し、OJT、Off-JT、自己研鑽を含む。また、Off-JT の

うち、「介護支援専門員資質向上事業の実施について」（平成 26 年 7 月 4 日老発 0704 号第 2 号

厚生労働省老健局長通知）に基づき、都道府県等が実施主体となり、厚生労働省が定める実施要

綱に沿って実施されている研修のみを指す場合には、「法定研修」との表現を用いている。また、地

域包括支援センターや職能団体等が実施する介護支援専門員の資質向上に関する研修や講演

会又は研究大会等の法定外の研修等を指す場合には、「法定外研修」との表現を用いている。 

出典：厚生労働書「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」p5-6 
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前頁の整理を図示化すると以下のとおり。 

検討委員会では研修向上委員会の検討範囲は、法定研修のみなのか、それ以外も含むのか（含む

場合にはどこまで、どのように含むのか）についての議論も行った。 

 

図表 32  ガイドラインにおける各用語の定義の整理図 

 

 

 各論点に関する主な意見 

 本事業で設置した検討委員会では前述の調査結果等を踏まえ、研修向上委員会の役割・機能、研

修向上委員会の構成、研修実施体制に関するイメージ図のあり方について主に議論を行った。 

 各論点に関する主な意見は以下のとおり。 

 

【研修向上委員会の機能・役割について】 

＜法定研修の企画と評価＞ 

 研修向上委員会の役割の一つとして、評価が重要。研修実施内容を第三者が評価しない限り、

先に進まない。 

 研修向上委員会が公正中立な立場で、評価を行うことが理想である。研修向上委員会の議論も

身内での会合になりかねない。柔軟かつ多様な意見が出てくる仕組みが必要である。 

 「企画」と「評価」を目的とするということを明記すべきではないか。監督者として企画・評価すること

を前面に出すと解釈に差が生じにくい。 

 

＜学びの機会の提案＞ 

 研修向上委員会の役割として、法定研修にしっかりと取り組むことが第一義であり、法定研修の

評価をしたうえで、まだ足りない、継続が必要といったテーマを法定外研修に持っていく提案をす

介護支援専門員の「生涯学習」

Off-JT OJT 自己研鑽

法定研修 法定外研修

介護支援専門員の資質向上に向けた養成の取組みの全
体を指し、OJT、Off-JT、自己研鑽を含む。

自主勉強会や自主的な学会発表等業務での指導・支援を通じた学び等「法定研修」や「法定外研修」等

「介護支援専門員資質向上事業の実施
について」（平成 26 年 7 月 4 日老
発 0704 号第 2 号厚生労働省老健
局長通知）に基づき、都道府県等が実
施主体となり、厚生労働省が定める実
施要綱に沿って実施されている研修

地域包括支援センターや職能団体等が
実施する介護支援専門員の資質向上に
関する研修や講演会又は研究大会等の
法定外の研修等

法定研修修了後の継続研修
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るという流れではないか。 

 法定研修として実施することとできないことを整理することと、それをどこがやるかまで決めることに

は大きな違いがあり、研修向上委員会の役割を前者のみとするのか、後者も含むのかは非常に

重要な点であると考える。 

 介護支援専門員は多職種連携の要であり、学際的に他の職種と共に学んでいく必要があり、職

能団体以外の学会等の場で学ぶ人も増えている。法定外研修も含めて都道府県や法定実施機

関等が規定してしまうと一つの都道府県の中で学びが固定化されてしまう。 

 研修向上委員会の役割の果たし方として、議論や評価をしたうえで提案するということの明記が

必要ではないか。 

 

＜確認・監督＞ 

 研修向上委員会は、実働部隊ではなく、監督機関であった方がよい。研修実施機関や付属する

ワーキンググループで資料作成や検証等の標準化に向けた取組を行い、研修向上委員会がそ

れらを確認・監督するというニュアンスの方が現実的ではないか。 

 

＜その他＞ 

 研修向上委員会の定義について、目的を記載する必要がある。研修向上委員会が何のためのそ

れらの役割を果たす必要があるのかは共通認識を持ちたい。 

 研修向上委員会に「適正性の確認」を求めるのは過剰ではないか。都道府県が研修実施機関の

指定や委託をしている時点で適正性の確認は済んでいるはずである。一方で、法定研修におい

てルールを統一化する平準化の取組は重要である。 

 

【研修向上委員会の構成、研修実施体制に関するイメージ図のあり方について】 

 第三者の評価という点では現在の研修向上委員会の構成では難しいのではないか。より客観的

な視点で評価を行うことができる方に参加してもらうことも必要ではないか。 

 法定外研修で何をやるか方向性を示すにあたり、現状の研修向上委員会の構成員では難しいと

思う。研修向上委員会の構成員に偏りがある場合、法定研修自体が硬直化してしまうことを懸念

している。構成員については公平な立場で色々な人が入るようにする必要がある。医療やリハ職

の多職種や、倫理に関連する有識者を含めた構成員による検討が必要である。 

 公正中立な立場からの評価を優先するのであれば、学識等に優先的に委員として入ってもらうべ

きではないか。研修実施機関、職能団体、講師が一体化しすぎることにより、客観性が損なわれる

ことが懸念される。ガラパゴス化からの脱却のためには、外部の立場の人の積極的な参加を促す

メッセージを出すことも必要ではないか。 
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4.5. 研修向上委員会の定義等に関する見直し案の検討 

 前述の調査結果や検討委員会での議論を踏まえ、研修向上委員会の定義、役割・機能、想定され

る構成委員について見直し案を作成した。以下にその概要を示す。 

 

 研修向上委員会の定義の見直し案 

 研修向上委員会の定義については、法定研修に関する「評価」、「企画」、企画等の改善や多様な

学びの機会に関する「提案」が重要であるとの考えを前提として、以下のとおり見直し案を作成した。 

 

【研修向上委員会の現在の定義】 

研修向上委員会は、研修の実施後の評価をもとに、更なる効率的・効果的な研修の実施方法を検

討する都道府県に設置される委員会である。 

出典：厚生労働書「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」p12 

 

【研修向上委員会の定義の見直し案】 

研修向上委員会は、介護支援専門員の資質向上に資する研修等の実現に向けて、①法定研修に

関する「評価」と「企画」、②法定研修の企画等の改善に関する「提案」や地域における介護支援専

門員の多様な学びの機会に関する「提案」を行うことを目的として、都道府県に設置される委員会で

ある。 

 ここでの「評価」とは公正中立な立場で、法定研修の実施状況や修了評価等の結果をもとに、

企画に沿った法定研修が適切に実施されているかを確認することを指す。 

 ここでの「企画」とは地域における介護支援専門員の養成の現状と課題の分析をもとに、法定

研修の全体像を設計することを指す。 

 ここでの「提案」とは、法定研修に関する各種評価の結果や地域における介護支援専門員の

養成の現状と課題を踏まえ、法定研修の企画等の改善を都道府県、研修実施機関等と連携し

て行うこと、介護支援専門員が法定研修以外の多様な学びの機会を通じて何を学んでいくべ

きかを介護支援専門員の養成に係る主体（都道府県、職能団体、市町村、事業所・施設等）に

伝えていくことの 2 つを指す。 

 

上記の定義の見直し案をもとに、研修向上委員会の「評価」、「企画」、「提案」の範囲を図示化する

と以下のとおり。法定外研修、OJT、自己研鑽等を研修向上委員会が「評価」や「企画」を行うことは難

しいとの意見を踏まえ、「評価」と「企画」を行うのは法定研修のみとし、法定研修以外への関わりは「評

価」と「企画」等を踏まえた、「提案」という整理とした。 
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図表 33  研修向上委員会の「評価」、「企画」、「提案」の範囲のイメージ 

 

  

上記の定義の見直し案に関連して、検討委員会において以下の意見があった。今後、本定義を都

道府県等に周知する際に特に留意が必要であると考えられる。 

 

【研修向上委員会の定義の見直し案に関する意見】 

⚫ 地域における介護支援専門員の多様な学びの機会に関する「提案」について、研修向上委員会

が全ての学びの機会を提案できるわけではない。研修向上委員会が提案できるのは、あくまで多

様な学びの機会のうちの一部である。そのため、研修向上委員会が提案する学びの機会だけで

十分というわけではないし、研修向上委員会が提案する学びの機会を全て活用しないといけない

というわけでもない。その点には留意が必要である。 

⚫ 研修向上委員会の法的な位置づけが明確になっていない現状において、都道府県が「提案」を

どのように受け止めればよいか、行政上の取り扱いに迷うことが懸念される。定義に基づく、研修

向上委員会の運営を本格的に促す際には、研修向上委員会の法的な位置づけ等もあわせて示

すことが望ましい。 

 

  

「提案」の範囲
「企画」、「評価」の範囲

介護支援専門員の「生涯学習」

Off-JT OJT 自己研鑽

法定研修 法定外研修

介護支援専門員の資質向上に向けた養成の取組みの全
体を指し、OJT、Off-JT、自己研鑽を含む。

自主勉強会や自主的な学会発表等業務での指導・支援を通じた学び等「法定研修」や「法定外研修」等

「介護支援専門員資質向上事業の実施
について」（平成 26 年 7 月 4 日老
発 0704 号第 2 号厚生労働省老健
局長通知）に基づき、都道府県等が実
施主体となり、厚生労働省が定める実
施要綱に沿って実施されている研修

地域包括支援センターや職能団体等が
実施する介護支援専門員の資質向上に
関する研修や講演会又は研究大会等の
法定外の研修等
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 研修向上委員会の役割・機能の見直し案 

 上記の研修向上委員会の定義の見直し案を前提に、研修向上委員会の役割・機能に関する記述に

ついても以下のとおり見直し案を作成した。 

 

【研修向上委員会の現在の役割・機能に関する現在の記述】 

１）国との関係 

ガイドラインを参考に研修企画・実施・評価に関する事務を担う。 

●効率性・実効性の高い研修の実施に関する検討 

●実施状況および事業評価について国へのフィードバック（教材・指導者・実施状況等） 

２）研修実施機関との関係 

   ●研修内容の適正性について調整 

●指導者（講師）評価 

出典：厚生労働書「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」p12 

 

【研修向上委員会の役割・機能に関する見直し案】 

都道府県が設置する研修向上委員会の役割・機能は以下のとおり。なお、これらはあくまで例示で

あり、都道府県と連携して同様の役割・機能を他の主体が担うことは問題ない。 

  ●法定研修に関する「評価」と「企画」の実施。 

  ●法定研修の企画等の改善に関する「提案」の実施。 

  ●地域における介護支援専門員の多様な学びの機会に関する「提案」の実施。 

  ●研修実施機関間の研修内容の質の平準化。 

  ●企画、評価、提案に必要となる情報（研修等の実施状況、達成度評価・講師評価・事業評価 

結果等） の都道府県、研修実施機関、市町村等からの収集、整理。 
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 法定研修の PDCA サイクルのイメージ 

 上記の研修向上委員会の定義、役割・機能等の見直し案を前提に、法定研修の PDCA サイクルの

イメージを以下のとおり作成した。なお、「企画」と「評価」のプロセスは研修向上委員会のみが実施す

るのではなく、都道府県・研修実施機関と連携して実施することが重要である。 

 

図表 34  法定研修の PDCA サイクルのイメージ 

 

 

 研修向上委員会の想定される構成委員の見直し案 

 上記の研修向上委員会の定義、役割・機能等の見直し案を前提に、研修向上委員会の想定される

構成委員についても以下のとおり見直し案を作成した。なお、現在のガイドラインにおける記載は想定

される主体名を列挙する形式となっているが、構成委員を選定する際に留意すべき考え方や各構成

委員に期待する役割等も今回の見直し案作成時には付記する形式で取りまとめを行った。 

 

【想定される構成委員に関する現在の記述】 

学識者、介護支援専門員、職能団体の指導者、都道府県担当者、実施機関、地域包括支援セン

ター 等 

出典：厚生労働書「介護支援専門員資質向上事業ガイドライン（令和５年４月）」p12 

 

【想定される構成委員に関する見直し案】 

研修向上委員会における法定研修に関する「評価」は公正中立な立場から行われる必要があ

る。研修向上委員会が都道府県、研修実施機関等の法定研修の実施に係る主体のみで構成され

る場合、客観性が乏しくなり、公正中立な「評価」が阻害される懸念がある。そのため、研修向上委

員会の構成員には、専門的かつ中立的な立場から「評価」を行うことができる主体を含むことが望ま

企画
（P)

実施
（D）

評価
（C）

提案
（A)

研修向上委員会
地域における介護支援専門員の養成の現状と課題の分析を
もとに、法定研修の全体像を設計する

都道府県・
研修実施機関

研修向上委員会が設計した法定研修の全体像をもとに、研修
を具体的に組み立てる（教材作成、講師養成など）

研修実施機関 企画に基づき、研修を実施する

研修向上委員会

都道府県・
研修実施機関

研修等の実施状況の確認・評価、修了評価等に基づく研修の
内容・質に関する評価等を行い、研修向上委員会に報告する

公正中立な立場で、法定研修の実施状況や修了評価等の結果
をもとに、企画に沿った法定研修が適切に実施されているか
を確認する

研修向上委員会
法定研修等に関する「評価」等の結果をもとに、
①法定研修の企画等に関する改善の提案
②法定研修以外の多様な学びの機会のあり方の提案

法定研修のPDCAサイクル

都道府県

職能団体

市町村

事業所・施設

法定研修以外の多様な
学びの機会を企画・実践

法
定
研
修
の
企
画
等
の

改
善
に
関
す
る
提
案

多様な学びの機会に

関する提案



56 

 

しい。また、介護支援専門員は多職種連携の要としては、学際的に他の職種とともに学んでいくこと

が求められている。研修向上委員会における法定外研修等に関する「提案」には地域包括ケアシス

テムの深化、地域共生社会の推進に係る多様な視点（障害福祉サービス、医療・介護・障害福祉サ

ービスの連携、重層的支援体制整備事業、認知症施策等）を反映することが必要である。そのた

め、研修向上委員会の構成員には、上記のような多様な視点から「提案」を行うことができる主体を

含むことが望ましい。 

上記を踏まえ、研修向上委員会の想定される構成委員は以下のとおり。それぞれ期待される次の

ような役割を踏まえ、必要な検討等を行う。なお、以下はいずれも例示であり、地域の実情に応じ

て、その他の主体が参加しても差し支えない。 

 学識者 

➢ 専門的かつ公正中立な立場から法定研修の実施状況等についての「評価」を行う。 

 介護支援専門員以外の職能団体の代表者、地域包括ケアシステムの深化、地域共生社会の

推進に係る主体 

➢ 多様な立場・視点から法定研修の実施状況等についての「評価」や法定外研修の実施内

容等について「提案」を行う。 

 都道府県の担当者 

➢ 研修等の実施状況を研修向上委員会で報告する。また、委員会からの評価・提案を都道

府県が実施する介護支援専門員資質向上事業等に反映する。 

 研修実施機関の代表者 

➢ 研修等の実施状況や法定研修の受講者を対象とした目標の達成度評価（修了評価等）

や講師評価の結果等を研修向上委員会で報告する。また、委員会での評価・提案を研修

の実施内容、講師の育成等に反映する。 

 介護支援専門員の職能団体の代表者 

➢ 職能団体が実施する資質向上に向けた取組の実施状況や課題認識等を研修向上委員

会で報告する。また、委員会の評価・提案をもとに、都道府県や研修実施機関等と連携し

ながら、法定外研修の企画・実施や講師の育成等を行う。 

 市町村の代表者 

➢ 地域の課題や受講ニーズ等を研修向上委員会で報告する。また、委員会の評価・提案を

もとに、地域単位の職能団体等と連携しながら、地域の課題や受講ニーズに応じた法定

外研修を企画・実施する。 

 研修講師の代表者 

➢ 研修の実践を通じて把握した現状と課題等を研修向上委員会で報告する。 
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 研修の実施体制のイメージ図 

 上記の研修向上委員会の定義、役割・機能等の見直し案を前提に、研修の実施体制のイメージ図

を以下のとおり作成した。 

 

図表 35  研修の実施体制のイメージ図 

 

※地域包括ケアシステムの深化、地域共生社会の推進に係る主体とは、障害福祉サービス、医療・介

護・障害福祉サービスの連携、重層的支援体制整備事業、認知症施策等を各都道府県で推進する

主体を想定。 

※本報告書 p52『研修向上委員会の定義の見直し案』、p55『法定研修の PDCA サイクルのイメージ』

に対応する箇所を太い矢印としている。 

 

 

  

都道府県市町村

育成・評価

受講者
（介護支援専門員）

受講者の所属する
事業所・施設

法定研修の

「評価」「企画」

を連携して実施

国
（厚生労働省）

学びの機会の確保、
学びの動機づけ

研修実施機関
介護支援専門員
の職能団体

多様な学びの機会に

関する「提案」

学びの機会

の提供

法定研修

の実施

学びの機会

の提供

情報共有・連携

情報共有の機会の提供

好事例の横展開

研修講師

参加

研修向上委員会

地域包括支援センター
地域の介護支援専門員
地域の専門職

地域の事業所・施設

地域の課題や学びに

関するニーズ等の共有 参加

介護支援専門員以外の
職能団体、学識者

地域包括ケアシステム
の深化や地域共生社会
の推進に係る主体

参加
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5. 全国介護支援専門員研修向上会議等の開催 

新たなカリキュラムの円滑な施行に向けた情報を都道府県、研修実施機関等に提供するとともに、

国・都道府県、研修実施機関等が一体となって、課題の共有や好事例の横展開を行い、研修の質を

全国的に底上げすることを目的として、全国介護支援専門員研修向上会議等を開催した。 

本年度は計 2 回の開催とし、令和５年 10 月開催の会議は「介護支援専門員研修オンライン化等促

進事業全国担当者会議」、令和６年１月開催の会議は「全国介護支援専門員研修向上会議」との名

称を用いた。なお、いずれの会議も厚生労働省「令和５年度介護支援専門員研修オンライン化等促進

事業」を受託している株式会社インソースと連携して運営を行った。本章では、その概要を示す。 

 

5.1. 介護支援専門員研修オンライン化等促進事業全国担当者会議 

 開催概要 

 調査概要は以下のとおり。 

目的 介護支援専門員研修のオンライン化等の促進に向け、国における検討状況等の情

報提供や課題の共有を行い、全国的に研修の質の底上げを図ること。 

開催日時 令和５年 10 月３日 13：00～16：00 

開催方法 オンライン（Zoom） 

対象者 ・都道府県の研修実施担当職員 

・研修実施機関の企画担当者 

・研修向上委員会及び都道府県の資質向上事業の企画検討・検証の中核を担う者 

 

 プログラム 

当日のプログラムは以下のとおり。事例発表資料は巻末参考資料に掲載。 

時間 内容 

13：00～13：30 

 

開会のご挨拶及び介護支援専門員研修の現状について 

 厚生労働省認知症施策・地域介護推進課 課長補佐 大城正志 

13：30～14：00 

 

「令和５年度介護支援専門員研修オンライン化等運用事業」に関する報告 

株式会社インソース IT サービス事業部 白鳥隆広 

14：00～14：30 

 

「介護支援専門員の資質向上に資する研修等のあり方に関する調査研究事業」

に関する報告  

株式会社日本総合研究所 マネジャー 高橋光進 

14：30～15：00 事例発表 大分県における新カリキュラムへの対応状況 

適切なケアマネジメント手法ワーキングチーム 「コロンブスのたまご」取組報告 

 特定非営利活動法人大分県介護支援専門員協会 事務局 時枝琢二 

15：00～15：45 グループディスカッション ～新カリキュラム対応に向けた取組状況について～ 

15：45～16：00 質疑応答・閉会 
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5.2. 全国介護支援専門員研修向上会議 

 開催概要 

 調査概要は以下のとおり。 

目的 新たなカリキュラムの円滑な施行に向けた情報を都道府県、研修実施機関等に提供

するとともに、国・都道府県、研修実施機関等が一体となって、課題の共有や好事例

の横展開を行い、研修の質を全国的に底上げすること。 

開催日時 令和６年１月 30 日 13：00～16：00 

開催方法 オンライン（Zoom） 

対象者 ・都道府県の研修実施担当職員 

・研修実施機関の企画担当者 

・研修向上委員会及び都道府県の資質向上事業の企画検討・検証の中核を担う者 

 

 プログラム 

当日のプログラムは以下のとおり。事例発表資料は巻末参考資料に掲載。 

時間 内容 

13：00～13：20 

 

「介護支援専門員の資質向上に資する研修等のあり方に関する調査研究事業」

に関する報告  

株式会社日本総合研究所 マネジャー 高橋光進 

13：20～13：50 

 

事例発表① 

茨城県における法定研修等の取り組み 

（一社）茨城県介護支援専門員協会 副会長 能本守康  

13：50～14：20 

 

事例発表② 

宮崎県における新カリキュラムへの対応状況 

（一社）宮崎県介護支援専門員協会 事務局 小島千里  

14：20～14：30 休憩 

14：30～15：00 事例発表③ 

青森県介護支援専門員研修向上委員会について 

青森県健康福祉部高齢福祉保険課 主事 須藤優太  

青森県における法定外研修の工夫と新カリキュラムに向けての対応状況 

（公社）青森県介護支援専門員協会 会長 木村隆次  

15：00～15：55 グループディスカッション ～新カリキュラム対応に向けた取組状況について～ 

15：55～16：00 閉会 
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6. 今後の課題 

 研修向上委員会の法的な位置づけの明確化 

本事業では、研修の効果的な実施による介護支援専門員の質の向上に向け、都道府県、市町村、

職能団体等が連携した研修実施体制のあり方について検討を行い、研修向上委員会の定義等の見

直し案を作成した（詳細は「４．研修実施体制等のあり方に関する検討・整理」を参照）。また、ヒアリン

グ調査を通じて、各地域で創意工夫しながら研修向上委員会を運営している実態も把握された（詳細

は「３．都道府県、研修実施機関へのヒアリング調査の実施」を参照）。 

今後、本見直し案を踏まえ、国から各都道府県に対して研修の実施体制のあり方に関する情報提

供等が行われることが期待される。一方、検討委員会において、研修向上委員会の法的な位置づけ

が明確になっていない現状において、都道府県が「提案」をどのように受け止めればよいか、行政上の

取り扱いに迷うことが懸念されるとの指摘もなされており、定義に基づく、研修向上委員会の運営を本

格的に促す際には、研修向上委員会の法的な位置づけ等もあわせて示すことが必要である。 

 

 新たなカリキュラムに基づく法定研修の実施状況等の定期的な把握、横展開 

令和６年４月からの新たなカリキュラムの施行に向け、各地域で研修企画等の準備が進んでいる。

本事業では、アンケート調査やヒアリング調査を通じて、各地域の準備状況や課題認識等の把握を行

ったうえで、全国介護支援専門員研修向上会議等において都道府県や研修実施機関等への情報提

供を行った。 

一方、本事業で調査を行った時点では各地域の新カリキュラムに対応した法定研修の講義や演習

は企画検討段階であり、具体的な内容等の把握は実施できていない。今回のカリキュラム改定は平成

28 年以来、約８年ぶりの大きな見直しであり、新たに追加された適切なケアマネジメント手法や他法他

制度の活用等に関する科目を中心に具体的な研修の進め方について試行錯誤している都道府県や

研修実施機関等も多く存在していると考えられる。そのため、引き続き各地域の研修の実施状況等の

定期的な把握、横展開を行っていくことが必要である。 

 

 より柔軟な受講要件のあり方に関する検討 

本事業で実施したヒアリング調査結果から、主任研修、主任更新研修の受講要件における「市町村

の推薦」の取り扱いについては都道府県ごとに差異があることが改めて明らかになった。「市町村の推

薦」以外にも受講要件の設定状況については都道府県ごとに差異があることが明らかになっており、

人数制限や市町村の推薦がないことを理由として受講が認められないケースも一定数存在している。 

先行調査研究である令和４年度老人保健健康増進等事業「介護支援専門員の資質向上に資する

研修等のあり方に関する調査研究事業」においては『主任介護支援専門員更新研修の受講要件のう

ち、「日本ケアマネジメント学会が開催する研究⼤会等において、演題発表等の経験がある者」につい

ては、多様な学習機会があることを踏まえ、特定の学会に限定せずに、保健医療福祉に関する多様な

学会等が実施している研究大会等も対象とすることも検討すべきである。』との提言がなされている。 
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受講要件の解釈等により、法定研修を受講する権利の侵害が生じる可能性があれば、是正が必要

である。主任介護支援専門員に求められる役割や行政の権限の範囲等を考慮のうえ、受講を希望す

る方がより受講しやすくなる、より柔軟な受講要件のあり方を国が中心となり引き続き検討することが必

要である。 

 

 地域差の実態及び要因等の分析、満足感ある研修に向けた方策の検討 

法定研修が主任介護支援専門員を含む介護支援専門員の資質の確保・向上において極めて重要

な役割を果たしている一方、研修の内容、研修時間の長さ、受講料などについては、改善・改良の必

要性について様々な指摘がなされている。例えば、令和４年度老人保健健康増進等事業「介護支援

専門員の資質向上に資する研修等のあり方に関する調査研究事業」において実施された介護支援専

門員 1,122 名を対象にしたアンケート調査によると、法定研修の受講料について、「高いと思う」又は

「どちらかと言えば高いと思う」との回答が全体の９割強を占めている。研修の時間数についても「多い」

又は「どちらかと言えば多い」との回答が全体の９割強を占めている。法定研修の内容についても「満

足できている」又は「概ね満足できている」との回答は全体の５割強に留まっている。 

更に、本事業で実施した調査結果によると、受講料については、最低額の島根県は 2万 800円、最

高額の山形県は 8 万 280 円であり、5 万 9,480 円もの差が生じており、地域差の存在も課題として指

摘されている（令和４年度実務研修課程の実績額）。法定研修の内容の満足度等についても都道府

県や研修課程、科目ごとに差が生じていることが示唆されている。これらの地域差の生じる要因等につ

いてはこれまで深掘りした調査が行われていないため、改めて調査等を実施し、要因等を明らかにす

ることが必要である。 

また、国において、オンライン研修の推進や地域医療介護総合確保基金の活用による受講者の負

担軽減に向けた取組や好事例を横展開等による研修の質の平準化に向けた取組が継続的に実施さ

れているが、上述のような指摘や先行調査研究の結果等を踏まえ、より充実した満足感のある研修に

していくための方策の検討が必要である。 
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参考資料１_全国会議資料（大分県：時枝琢二様 発表資料） 
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参考資料２_全国会議資料（茨城県：能本守康様 発表資料） 
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参考資料３_全国会議資料（茨城県：小島千里様 発表資料） 
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参考資料４_全国会議資料（青森県：須藤優太様、木村隆二様 発表資料） 
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